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この 資料 は,日 本 自転 車振興会か ら競輪 収益の一 部で

ある機械工 業振興 資金 の補 助 を受けて,平 成 元年 度 に実

施 した 「産 業界の システ ム化 に係 る制度問題 の調査研 究」

の一環 と して とりまとめ た ものであ ります。







は じ め に

我が国の情報化は近年、急速に進展し、生活 ・家庭分野までに広範囲に及んできています。特に、産業界の情報化

の進展は極めて著しいものがあり、さらにネットワーク化の進展はこれまでの各企業レベルにおける企業内オンライ

ン化から企業間ネットワークへと拡大し、広域的な広がりをみせっっありまつ、

このような背景の中で、ネットワーク構築の効率化や円滑な業務処理を行うため、情報ネットワークサービスを利

用する企業あるいは業界団体等が急速に増加しており、将来産業界のネットワーク化を展開する上で情報ネットワー

クサービスは重要な役割を果たすものと期待されております。

それだけに、産業界全体としてネットワーク化を進める上で、あるいはユーザーのニーズに十分応えることのでき

るサービス提供の観点から情報ネットワークサービスの健全なあり方にっいて様々な検討の必要性が指摘されており

ますが、現状ではその実態が十分に把握されていないのが実情であります。.

そ こで、本調査では、情報ネットワークサービス事業者が提供しているサービス内容、運用状況等を中心にその実

態を調査し、とりまとめました。

また、本調査の結果は、産業界の情報化意識の啓発を図るとともに、今後の産業界のネットワーク化を推進する上

で貴重な資料として活用したいと考えております。

ここに、木調査を進めるに当たってご協力を賜った関係各位に対して厚 くお礼申し上げます。

平成2年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

産 業情 報化 推 進 セ ンター
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調 査 概 要

{1)今 年度調査結果の特徴

当調査は当協会の産業情報化推進センターで1昭和61年 度か ら実施しているものであるが、今回はその第4回 目に

あたる。今回の調査結果からとくに特徴的な点にっいて、次にいくっか指摘 したい。

① 昭和62年度 をピークとして、業者数の伸び率は鈍化しており、依然として新規の届出 ・登録業者数はかなり多

くはあるもののVAN事 業の起業ブームは収まりっっある。また、木調査に対 してその事業内容を的確に答えら

れない新規参入業者も多いことから、参入事業者の内容も変化しているものと思われる。

② 採算性、売上高の伸びなどに大きな変化(好 転)が みられない。800社 近 くと黎明期にしてはあまりにも多数

の参入のある業界が大きな踊 り場(見 極め時期)に さしかかったと思われる。今後成長過程に向かうのか否か注

視する必要がある。

③ 採算のとれるビジネスとしては依然として情報処1里サービスに大きな期待がある。それに対 しパソコン通信、

電子掲示板、電子メールなどのサービスメニューは今後とも採算目的というよりはメニュー揃えの役割にウェイ

トがおかれ、それ自体の採算性より関連事業との抱き合わせサービスとして提供されていくであろう。

④ その一方、パソコン通信等を中心に不特定多数のユーザーを相手にした業者が多く存在する。それ らと特定多

数の企業を顧客とする業者とはビジネスの展開方針、採算性、設備、運用などの各側面で2極 化 してい くであろ

う。

このようにV∧N(付 加価値通信ネットワーク)業 者という捉え方で一括 して捉えることにそぐわない動 きが多

くでてきており、改めてr情 報ネッ トワークサービス業者」といった捉え方でこの業界を把握 し、分析 しなおすこ

とが必要と考える。その上で2極 化 した事業者を1っ の枠組みで捉えることが困難であれば、分類を変えるなりし

て、新しい枠組みを考案する必要があろう。

{2)調 査対象

情報ネットワークサービスとして以下のサービスを提供している事業者を対象とする。

① 情報処理サービス

② 情報提供サービス

③ 高度通信サービス

④ 基本通信サービス

⑤ 回線リセール
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{3)調 査期間

平成元年12月28日 ～平成2年1月31El

{4}調 査対象数及び回収(回 答)数

①調査対象数861事 業 者

②回収数289事 業 者(有 効回収数246事 業者)

③ 回収率33.6%(有 効回収数28.6%)
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回答者の業種別内訳

 

1

(回答206社)

元 年 %

農林 ・水産業 口 1 0.5

建設業 2 1.0

勤造業 修 18 8.7

流通業 27 13.1

金融業 墓 6 2.9

物流業 慧 9 4.4

情報産業 129 62.6

サー ビス業111111 2 1.0

その他 鯉 12 5.8

(%)

62.6

13.1

8.74.4

5.8
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林
水
産
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情報産業の内訳 新聞 ・放送 ・広告 ・通信業 ・情報処理サービス・ソフ トウェア
情報提供業 ・専業の第二種通信事業者

 

※
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2.事 業の実施状況 一1/4の 企業はサービス実施せず 一

情報ネットワークサービスを実施 していないと回答した企業が昨年の1&6%(3g社/210社)に 対 し、25.3%(

60社/237社)と1/4を 上回 った点が8三目される。実施しない理由はいろいろだが、中止 したものも5社 あり

その他の中にも 「サービス需要なし」 「検討していない」といった注記があり、届出はしたものの実施 してい

ないものである。 提供サービスの有無にっいては昨年に比べ高度通信を提供している企業の比率が大幅にアッ

プしている。 しかしなが ら、高度通信における提供サービスメニュー数で見ると、1企 業当たりの提供メニュー

数は若干減少しており、パソコン通信などに特化したサービス業者が増加 しているためではないかと思われる。

① サービス実施状況

サービス実施中 サービス実施なし

62年口 168 35

63年iiiii 171 39

潮 177 60

62年% 82.8 17.2

63年% 81.4 18.6

元年% 74.7 25.3

(回答203社)

(回答210社)

(回答237社)

ビ

ス

実
施
中

ビ
ス

実
施
な
し

(%)
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② 情報ネットワークサービスの内容

回線 リセール 基本通信 高度通信 情報処理 情報提供

62年 口 41 63 71 101 67

63年iiiii 35 46 58 ll3 61

元 年修 42 44 114 110 59

62年% 24.6 37.7 42.5 60.5 40.1

63年% 20.5 26.9 33.9 66.1 35.7

元 年% 23.9 25.9 64.8 62.5 33.5

複数回答

(回答167社)

(回答171社)

(回答176社)
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1.回 線 リセール(単 純再販)は 、専用線サービスのことをいう。

2.基 本通信は、パケット交換サービス、回線交換サー ビスのことをいう。

3.高 度 通信は、次のような提供サービスとことをいう。

・パソコン通信

・電子掲示板

・電子メール

・音声メール

・ファクシミリメール

・ファイル中継 ・接続(蓄 積転送)

・トランザクション(リ アル)中 継 ・接続

・集配信サービス

・ビデオテックス

・音声応答サービス



③ サービスを実施 しない理由

近くサービスを
実施する予定

サービス開始の目

途が立っていない

サービスを行う

予定はない

サービズは

中止 した

その他

62年[] 8 8 12 3 3

63年iiiii 8 6 8 0 14

元 年修 6 8 14 5 26

62年% 23.5 23.5 35.3 8.8 8.8

63年% 22.2 16.7 22.2 0.0 38.9

元 年% 10.2 13.6 23.7 8.5 44.1

(回答34社)

(回答36社)

(回答59社)
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3.事 業者の規模 一 事業者に大きな変化なく、規模も変わらず 一

昨年より回答数の増えた分は、資本金、年商共にほぼ全域に分布 しており、規模のうえからは大きな変化は見

られない。

回線数の規模については、500回 線以上の事業者が減っている(27社 一22社)の が目にっ くが、これは昨年回

答の27社 の うち半数か ら今年は回答が得られなかったことによるものである。新たに9社 が500回 線以上と回答

しており、実際にはこの規模の事業者が増えていることがうかがえる。

① 資本金規模

1億円
未満

口

1億 円～

10億 円未満

10億 川～

50億 川未満

修

50億 円～

200億 円未満

20〔1億円～

ド「・億円未満

墓

瀞 95 90 24 14 7

% 38.6 36.6 98 5.7 2.9'

1千 億円

以上

5

2.O

無
回
答
…

11

4.5

(回答246社)

② 年商規模

1億円
未満

口

1億 円～

10億 円

未満

10億円～

50億 円

未満

修

50億 円～

200億 円

未満

200億 円～

1千 億円

未満

墓

1千億円
～5千 億

円未満
ぶ

5千 億円

以上

llll川1

無
回
答

辞 27 68 52 31 17 14 11 26

% ll.0 27.6 2Ll 1Z6 6.9 5.7 4.5 1α7

(回答246社)

1千 億円～

200億 円～

50億 円～

200億 円未満

10億 円～

50億 円未満

(%)
円～
円未満 無回答

2
藷4亘

未簾 …liξ

〆〃z〆6ン〃`z"'/〆"〆'∠'イzπ

1億 円 未 満

38.6
、

i欄 柔議…… ×

層・……366

'資 金規模

5千億

1千億円～

5千億円未満

200億 円～

1千億円未満

50億 円～

200億 円未満

無回答1億 円未満

(%)

年商規模
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③ 回線数の規模

元 年 %

～20回 線 口 45 27.6

～50回 線 33 20.3

～100回 線 修 23 14.1

～150回 線iiiii 9 5.5

～200回 線 墓 6 4.3

～250回 線 ぶ 7 4.3

～500回 線iiiii 20 12.5

500回 線～ 麟 22 13.5

※ 単位回線の換算方法

(回答165社)
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〔政令第1条 で定める基準〕

ア 特別第二種電気通信事業の電気通信設備の規模の基準は、当該設備に収容される電気通信回線の数が、1,200ビ

ット毎秒の伝送速度の電気通信回線(以 下 「単位回線」という。)に 換算して500で あることである(算 定の対

象となる回線にっいては、別図を参照)。

イ 算定の対象となる回線の単位回線への換算にっいては、政令第1条 第2項 に定める次の方法に従って行う。

(ア)ア ナログ信号伝送用の電気回線(電 話の役務を提供するために用いられる電気通信回線をいう。以下この項に

ついて同じ。)に っいては、単位回線1回 線に換算する。

(イ)電 話回線以外のアナログ信号伝送用の電気通信回線のうち、周波数帯域の幅が4キ ロヘルツ以下である回線に

っいては、単位回線2回 線に換算する。

(ウ)電 話回線以外のアナログ信号伝送用の電気通信回線のうち、周波数帯域の幅が4キ ロヘルツを超える回線にっ

いては、周波数帯域の幅4キ ロヘルツ当たり(4キ ロヘルツに満たない端数は、切り捨てるものとする。)単 位

回線2回 線に換算する。

(エ)デ ジタル信号伝送用の電気通信回線にっいては、各の回線ビット毎秒を単位として表される伝送速度(1万2,000

ビット毎秒を超える伝送速度の回線にあっては、1万2,000ビ ット/毎秒とする。)の 総和を1,200で 除して得

られる商(1に 満たない端数は、切り捨てるものとする。)に より単位回線に換算する。

一8一



4.事 業の参入動機 一 事業の参入動機は多様化一

参入動機で最 も多いのは、 「業務処理の高度化」(回 答者数の17.o%)、r新 しいビジネスのチャンス」(回

答者数の15.8%)で ある。これまでは、上位2っ(昨 年は 「業務処理の高度化」と 「関連会社のネットワーク支

援」)と それ以外の動機との間には率的に大きい差があったが、今年は上位5っ の動機に差がな く、各事業者の

参入動機が分散化された形となっている。この中で注目されるのは、既存事業者の中で 「新 しいビジネスのチャ

ンス」(10社 →25社)「 地域の情報化への貢献」(6社 一・17社)を 動機とした事業者が昨年の倍以上となっており

地域の情報化に対する関L・が影響を及ぼ していると想定される。

元 年

1
将
来
性
見を
込
ん
で

2

新
し

のい

チビ

ヤジ
ンネ

スス

3

新

し
い

サ

の1

提 ビ

供ス

ll
地
域
の
情
の報
貢化
献へ

7

卜関
ワ迎

1会

ク社

支の

援ネ
ツ

8
法
畷
触制
すに
る
た
め

9
に顧

よ客
つか

て ら

の

要

請

5
業
務
高処
度理
化の
な
ど

4
と業
し容
て拡
大
の
手
段

6
蓄
積
活技
か術

す等
たを
め

10

ア会
ツ社

プの

のイ

たメ

め1

ジ

12

そ

の

他

新 規 ・iiii 4 2 6 6 1 0 0 2 0 0 0 0

既存曇 19 25 14 17 23 1 4 27 16 3 0 1

全体 23 27 20 23 24 1 4 29 16 3 0 1

新規% 191 α5 28.6 28.6 4.8 0.0 0.0 9.5 α0 0.0 0.0 α0

既存% 127 16.7 α3 ll.3 15.3 0.7 27 18.0 10.7 2.0 00 07

全体% 13.5 158 11.7 13.5 14.0 α6 2.3 17.0 9.4 L8 00 0.6

(回答21社)

(回答150社)

(回答171社)

40
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他

会
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す
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め
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大
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と
し
て

業
務
処
理
の
高
度
化
な
ど

顧
客
か
ら
の
要
請
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よ

っ
て

法
規
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に
抵
触
す
る
た
め

関
連
会
社
の
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
支
援

地
域
の
情
報
化

へ
の
貢
献

新
し
い
サ
ー
ビ

ス
の
提
供

新
し
い
ビ
ジ
ネ
ス
の
チ

ャ
ン
ス

将
来
性
を
見
込
ん
で
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5.ネ ッ トワーク形態 一 ネ ットワーク型に移行の兆 し 一

ホス トを中心とした ものが、相変わらず85%以 上を占めており、大枠 としては変化が見られない。

しか しながら、ホス ト中心型が減少し(前 年度比一5社)こ れ以外のネットワーク型が増加して(同+12社

)い る点は、規模の拡大や利用技術の進歩によって、ネットワーク機能と処理機能とを各々独立させ る事が、経

済性 ・管理の容易性等の観点から評価を得っっあると考えられる。

ネットワーク形態

元 年 ,%

ホスト集中型 口 90 56.3

ホス ト中心ネットワーク型 46 28.8

ホス ト/ネ ットワーク分離型(パ ケット網)修 19 11.9

分散ネットワーク型' 5 3.0

その他 ≡i 0 0.0

(回答160社)

ホ
ス
ト
/
ネ

ッ
ト

ワ
ー
ク
分
離

型

(
パ
ケ

ッ
ト
網
)

その他

(%)

1.ホ ス ト集中型

ホ ス ト ・

コ ン ビ 多 一 夕

P-4,L冶 宋

・.tTク ス

2.ホ ス ト中 心 ネ ッ トワ ー ク 型

3.ホ ス ト/ネ ットワーク分離型(パ ケ ット型) 4.分 散 ネ ッ トワー ク型

!一`㌧ コ ン ビ 白 一 ク
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6.ホ ス トコンピュータ ー 汎用機が8劃 一

ホス トコンピュータは83%が 汎用機(同 一のアーキテクチャに基づき 「ファミリ」あるいは 「シリーズ」を形

成 し、ソフトウェアの上位互換性があるもの)で あり、前年とほぼ同じ傾向である。

ただ し、前年と比較 して汎用機の台数は、増加 したものの(13台 か ら20台)汎 用機を所有する事業者の割合は

3%ほ ど減少し、より小型機でのサービスを行う傾向も見える。また、ホス トコンピュータなしの事業者はなく

なり、回線再販ビジネスのみを行う業者がサービスの幅を広げた ものと思われる。

畑
汎用機

口

中型
汎用機
小型
汎用機

修

才力 ス

コンピュ一夕

iiiii

ミニコン

誓

パソコン

ぶ

ボス}コンピュータ

な し

癖 71 54 7 4 12 12 0

% 44.4 3a8 4.4 2.5 7.5 7.5 0.0

(回答160社)

オ フ ィ ス

コ ンビ ュー

小型汎用機

ホ ス トコ ンピ ュ ー タな し

0.0

パ ソ コ ン

(%)

〈大型汎用機>

44.4%の 内訳

1台

(%)

28.2 、2台

29.6

9.9

.・.7.0、'9'・

22.5

<中 型汎用機>

33.8%の 内訳

3台(3.7)

4台(1.9)

[:蒜㌦
3台

4台

＼5台(2
.8)

5台以上

2台

25.9 .

1台

63.0

汎用 コンピュータ台数内訳 (回答社数)

1台 2台 3台 4台 5台 5台以上

大型汎用機 20 21 7 5 2 16

中型汎用機 34 14 2 1 0 3

小型汎用機 4 2 0 0 1 1
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7.サ ポ ー トプ ロ トコル

一 上位プロトコルではJ手 順、下位プロ トコルではX.25を8割 以上の事業者がサポー トー

上位プロトコルに関しては、J手 順が8割 を超えた以外は、昨年と殆ど同様の構成となっている。ElAJ

規格などで標準化の進んでいる業界手順 も、サポー トしている事業者の数はまだ少ないと言える。

一方、下位プロトコルは、X.25、X.75と もに増えている。X.25は8割 を超え、X.75は ネ ットワーク同士の網

間接続により増加している。

メーカプロ トコルに関しては、昨年・とほぼ同様の構成である。無手順 ・TTYに っ いては、今年度新たに加

えた分類であるが、パソコン通信などの普及により、最も多い数値になっている。また、ベーシックからSD

LCやHDLCな どハイレベルへの移行が意外と進んでいない。ユーザー、事業者ともに、高度化が遅れてい

る面を併せもっていると言えよう。

① 上位プロトコル (%)

J手順 全銀手順 CAT/
CAFIS

業 界手 順

一

その他

62年 口 73.7 53.5 11.4 4.4 18.4

63年; 70.8 54.2 15.0 10.8 20.0

元 年 修 80.3 54.1 13.9 9.8 18.0

複数回答

(回答122社)

100
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40
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20
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}
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一 π

・・54
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劾

'

18.0
・i

…i

§

13.9
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一"・P
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手
順

全
銀
手
順

C
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/
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A
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l
S

業
界
手
順

そ
の
他

(%)
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② 下位プロトコル (%)

X.25 X.75 そ の 他

62年 口 77.5 15.5 15.5

63年iiiii 78.6 15.7 35.7

元 年 修 88.4 21.7 21.7

複数回答 (回答69社)

|00

"

80

TO

60

50

40

30

20

|0

0

X.25 X.75 そ
の
他

(%)

③ メーカープロ トコル (%)

SDLC HDLC lBM

ベ ー シ ック
日電
ベーシック

富士通
ベーシック

日立
ベーシック

無手順 ・

TTY

そ の 他

62年 口 45.2 49.2 45.2 15.3 25.8 9.7 16.1

63年iii 31.8 46.5 45.0 23.3 27.9 9.3 17.8

元 年 修 39.6 41.0 40.3 23.0 29.5 8.6 44.6 6.5

複数回答 (回答139社)

loe
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70

60

50

40
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20

lO

o

41,044.6

一 39. 6
一
一 40.3 1

29.5一
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・
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他
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※IBMベ ー シ ッ ク(コ ンテ ンシ ョ ン)
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8.サ ー ビス地域 一 増加する国際間サービス ー

今年の特徴は国際間をサービス地域とする業者が着実に増加 したことである。基本通信、高度通信、情報処理

の各サービスで、国際間を対象とする企業は各々7.五%、7.3%、3.7%(昨 年 は各々2.4%、7.0%、2.3%

)と な り、昨年より増加をみせている。今後米、英に加えて、様々な地域とのVANサ ー ビスが認可されるとこ

の比率はますます増加するものと思われる。

国内にっいて言えば、牌 の傾向 一 特定㈱ 象サービスの増加 一 が今年 も{燃 としてみ 肱 離

通信と情報処理サービスにおいては特定地域を対象とする企業の割合が若干増加 している。

① サービス地域(既 存)

特定地域 口 全 国ii 国 際 修 その他iiiii

基本通信サービス 42 49 6 0

高度通信サービス 147 187 27 0

情報処理サービス 126 91 7 0

複数回答

(回答71社 、回答数97)

(回答157、 回 答数36D

(回答95社、回働)

基本通信サービス

高度通信サービス

情報処理サービス

特定地域 全国 国際

…1

'
1(

・α・ ㌘

40.7 51,8.

56.3 40.6

3.1

一 ー一(%)

o 10203041)50fio70BonOlOO
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② サービス地域(新 規)

特定地域 口 全 国i…ii 国 際 修 そ の 他._

基本通信サービス 0 1 1 0

高度通信サービス 7 26 2 0

情報処理サービス 11 6 2 0

複数回答

(回答2社 、回答数2)

(回答18社 、回答数35)

(回答13社 、回答数19)

基本通信サービス

高度通信サービス

情報処理サービス

特定地域 全 国 国 際

(%)
OlO2030405060708090|00

③ サービス地域(全 体)

特定地域 口 全 国ii 国 際 修 その他iiiii

基本通信サービス 42 50 7 0

高度通信サービス 154 213 29 0

情報処理サービス 137 97 9 0

複数回答

(回答73社 、回答数99)

(回答175社 、回答数396)

(回答108社 、回答数243)

基本通信サービス

高度通信サービス

情報処理サービス

特定地域 全 国 国 際

42.4 難50.5

38.9

、雛
53.8

56.4 ::3・・'∨

3.7
ー 一一(%)

OlO203040506070809,0100
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9.サ ー ビスの利用者 一 家庭 ・個人及び不特定ユーザーが増加の傾向 一

昨年 「その他」と回答する事業者が多 く見られたたあ、今年新たに 「一般企業」 「家庭 ・個人」 「不特定ユー

ザー」の3項 目を追加 した結果、昨年とは著しい違いが見 られる。

即ち、基本通信サービスにおいては、新たな項 目に回答 した事業者は咋年の 「その他」の回答の3倍 となって

おり、関連して他の項目の回答が 「関連会社」を除いて大幅に減少 した。一方、高度通信サービスでは、新たな

項目と昨年の 「その他」回答がほぼ等 しい値を示 し、また情報処理サービスでは新たな項目への回答は極く少数

である。経年変化を見るには次期のデータが必要である。

① 基本通信サービス (%)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

(企 一 (関 同 異 業 一 一 不 そ

本業 般 資係 特一 特業 界 般 般 特 の

支内 取 本会 定業 定種 企 家 定 他
店 引

'社
ク種 グの 業 庭 利

、

先 業 ルの ル ● 用
工

、

務 | 1 個 者
場 相 系 プ プ 人
等 互 列
) )

口 iiiii ぶ llll‖1 iiiii i…iii 霊 修 騨 ■

62年 253 24.1 2a5 13.5 a6 α6 7.8

63年 19.7 254 21.3 8.2 6.6 57 lal

元 年 14.6 15.6 21.9 8.3 4.2 1.0 25.0 1.0 1q4 00

複数回答(回 答73社 、回答数96)

基本通信サービス

62年 度

63年 度

元年度

企業内 取引先 関係会社

25.3
び … …'"馳w、'9"・

.… シ ・・.・ ・'シ.
:...

毒 、=、・.・ 鐵
撒当
i

1α7

薩 一 編 一9・
13.1

砦
翻
骸

14.6 …i1鍼………………〆 灘 、韻,陪 義_、
・ ■A、 、、重重馳 、 馳

/だLO 1.0
'(%)

OlO203040506070809011)n

－16一



(%)② 高度通信サービス

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

(企 一 (関 同 異 業 一 一 不 そ

本業 般 資係 特一 特業 界 般 般 特 の

支内 取 本会 定業 定積 企 家 定 他
店 引

'社
グ種 グの 業 庭 利

、

先 業 ルの ル ● 用
工

、

務 1 1 個 者
場 相 系 プ プ 人
等 互 列
) )

口 ・・... ぶ 1|1佃 墾 修 翻 ■

62年 ll.9 31.0 1τ9 102 6.2 3.7 一 一 一 19.1

63年 8.2 261 14.2 9.3 51 6.8 一 一 一 一 30.3

元 年 12.8 19.2 6.8 19.6 56 4.1 12.8 7.1 94 26

複数回答 (回答159社 、回答数266)

7

　

　

2

%(

高度通信サ

62年 度

63年 度

元年度

0 102n304050607080901t}0
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(%)③ 情報処理サービス

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

(企 一 典 同 異 業 一 一 不 そ

本業 般 資係 特一 特業 界 般 般 特 の

支内 取 本会 定業 定種 企 家 定 他
店 引

'社
グ種 グの 業 庭 利

、

先 業 ルの ル ■ 用
工

、

務 1 | 個 者
場 相 系 プ プ 人
等 互 列
) )

口 iiiii ぶ llllll iiii iiii 妻i 修 騨 ■

62年 8.2 356 23.8 15.6 11.5 1.6 一 一 一 a7

63年 7.4 36.2 24.9 14.8 9.7 3.1 一 一 一 3.9

元 年 al 38.4 19.7 14.4 4.4 6.6 4.7 α3 23 α7

(回答104社 、回答数229)複数回答

同一
関係会社 業種

異業種
業界取引先

情報処理サービス

企業内

0
∨
1

,.oミ ミミ こN'へ
・匂・・職 敵 ・

i 1贈 ・
1`1川ll|

1.6

幽.'・ ぶ114.87.4・ ・……… ……・………36.2

」

、 ∫ 懇 ・一 遍岬lll匿 3、・';三==`1

4≡鯉 鯉 ・エ＼K

19.76し1… ………:::… ……38L4食

1 0
03⇒ ∠23

62年 度

63年 度

元年度
＼0
.7

,3

(%)
10090RO70605040302010

 

0
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10.業 務処理サー ビス(対 象業務の内容)一 採算のとれないサービスは切り捨てか 一

(参考表添付)

対象業務別ではr受 発注処理」が圧倒的(51.8%)な 割合となっている。また、ここ3年 の傾向をみると確実

に増えてきているのが 「情報提供」(10社 →17社 →20社)f資 金決済」(4社 →10社 →13社)で あり、逆に減少

傾向あるのが 「在庫管理」(36社 →28社 →8社)「 販売管理」(44社 →22社 →11社)「 会計処理」(29社 →

8社→5社)と なっており、この結果は来年 も継続すると思われる。

一方
、今年度と昨年度の全体としての比較では、回答社数が106社 と同数であるにもかかわらず、サー ビス数

が239(昨 年度257)と10%弱 減少している。

以上のことより、自社システムで十分対応できると思われる業務処理が、パソコン等に代替されると共に採算

のとれないサービスが中止された可能性 もある。

受
発
注
処
理

販
売
管
理

生
産
管
理

(在
照庫
会管
・理

出荷

追

奪
)

輸
送
管
理

貨
物
追
跡

壁

会計

処
理

(資
フ金

ア決
1済

奈

=
ン

2

店舗

管

理
オ(
1ト

ト1
メタ

1ル
シス
ヨト

ンア
)

(与
ク信

レ管

㌍
ト

オ

1

ソ

と

予

約
発
券

A

顧客

管
理

(情
D報
B提
サ供
1
ビ

ろ

そ
の
他

62年 口 109 44
一
36 32 29 4 4 9 6 16 10 16

63年i;ii… 115 22 一 28 19 8 10 1 8 4 6 17 19

元 年修 124 11 6 8 13 5 13 8 11 5 5 20 10

62年% 116.0 4a8 一 38.3 34.0 30.9 43 4.3 9.6 6.4 17.0 10.6 17.0

63年% 11L7 2L4 一 27.2 18.5 7.8 97 1.0 7.8 3.9 5.8 16.5 18.5

元 年% ll7.0 1α4 57 7.5 12.3 4.7 12.3 7.5 10.4 4.7 47 18.9 α4

複数回⊇ 艦 罐1自 警
lll葺=3=ξ:《㌶}昭 和63年度(回答106社i・サmビスme57)

3

2

3

り
'
1

上

』膠

…
萎

1'
…

…

il
'i

畢

一

一
一

〒

㍊ 診 凹.一 ・… … ・

…勿 吻 M吻 一場 「田 「吻 「㎏ ・

生
産
管
理

販
売
管
理

受
発
注
処
理

在
庫
管
理

顧
客
管
理

予
約

・
発
券

与
信
管
理

店
舗
管
理

資
金
決
済

会
計
処
理

輸
送
管
理

情
報
提
供

そ
の
他

一19一



参考表 業務処理サービス(対 象業務の内容)

複数回答(回 答106社 、回答数ll8)

企業数 %

受発注処理 口 73 68.9

販売管理 1 1.0

生産管理 修 5 4.7

在庫管理(照 会 ・出荷指示等) 3 2.8

輸送管理(貨物追跡等)≡ 5 4.7

会計処理 ぶ 2 1.9

資金 決 済(フ ァー ムバ ンキ ング)1… …1… 3 2.8

店 舗 管 理O－ 夕ルス}アオー}メーション)騒 6 5.7

与信管理(ク レジットオーソリ)酬1 4 3.8

予約 ・発券 7 6.6

顧客管理 ぶ 2 1.9

情報提供(DBサ ー ビス) 2 1.9

その他 ■ 5 4.7

※ サービス数にかかわらず事業者が当該対象業務の情報処理を行っている場合

73

55
1323"2
一

そ
の
他

情
報
提
供

顧
客
管
理

予
約

・
発
券

与
信
管
理

店
舗
管
理

資
金
決
済

会
計
処
理

輸
送
管
理

在
庫
管
理

生
産
管
理

販
売
管
理

受
発
注
処
理

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1
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11.企 業 間ネットワークの状況 一 利用状況分布はほぼ安定 一

製造業 ・庄1廃業 ・小売業といった流通過程に、運輸業 ・倉庫業を加えた物流関連業種による利用の割合が極め

て高いことは、本調査開始以来ほぼ一定した状況である。 この傾向は、流 邑楽におけるサービス向上 ・コス ト削

減等の手段として情報ネッ トワークサービスが根付いている事を物語っている。又、その他の業種においても、

徐々にではあるが異業種とのネッ トワーク化が行われている事がうかがえる。

本項目における回答の絶対数が今回減少した点に関しては、情報ネットワークサービス事業者と利用者との間

での分化が進み、事業者の側では、接続相手先の業種等利用者のプロファイルの把握が困難になりつつあるとも

推測される。

製造業 9

(元年度)運輸業 iii蔓ii5

倉庫業 3 1 1

卸売業 24 】 2 2

代理商 ・仲立業 3 0 1 iii2ii「

金融業 3 1 0 0 0 8

ノj、売 業 9 iiii亘i 0 i鷲 …;i、i2….:i♂' .i、o

電力 ・ガス 1 0 0 0 0 1 1

1

0

旅行業 1 1 0 0 0 1 0 0 0

情報処理サービス ・提供 5 1 1 2 0 1 ・iii≧ 5
=i…6: =iil7i

建設業 ・不動産業 0 0 0 0 0 0 0 2 0 1 iii豆i

農林水産業 ・その他 1 0 0 2 0 0 2 1 1
.

6 0

製
造
業

運
輸
業

・

倉
庫
業

卸
売
業

代
理

匝
仲
立
業

金
融
業

小
売
業

電

元」

ガ

ス

旅
行
業

情

報

処

理

サ

|
・ビ

提ス

供

1自

殺

芋
不
動
産
業

0
一

農
林
水
産

警
そ
の
他
w－

腰 ・対前・灘 加分

複数回答 (回 答7011二、回 答 数231)
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12.契 約形態 一 基本的には約款ベースに 一

契約の形態は本調査を開始した昭和61年 度か ら一時的には、個別契約が増加 したが、その衡1鹿周に、約款ベー

スの契約が増加してきた。

本年度の調査では、通信サービス(基 本、高度とも)は 、ほぼ4割 が、情報処理サービスも2割 が約款ベース

で契約 している事を示 している。 これは、各社の経営の仕方が変わってきた事を示 していると思われる。

① 基本通信サービス (%)

契約約款による
サービス ロ

個別契約によゑ
サービス

その他
修

62年 16.8 83.2 0.0

63年 32.0 67.2 0.8

元 年 38.1 59.8 2.1

複数回答 (回答97社 、回答数100)

基本通信サービス

62年 度

63年 度

元年度

契約約款 個別契約

16.8 83.2

辱9
、 ㌧
・層

32.0 67.2

38.1 59.8

0.8

2.1

(%)
OlO2030405060708090100
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② 高度通信サービス (%)

契約約款による
サービス[コ

個別喫約 による

サービス

その他

修

62年 16.1 83.9 00

63年 29.1 59.7 11.2

元 年 40.8 50.9 8.3

高度通信サービス

契約約款

62年 度

63年 度

元年度

個別契約

複数回答

(回答164社 、回答数385)

16,183.9

|

…

29,159.7

"

…聯
1
|

40,850.9 ＼
(%)

0102030405060709090|00

③ 情報処理サービス (%)

契約約款による
サービス ロ

個別契約による

サービス

その他

修

62年 1.4 98.6 0.0

63年 13.0 76.3 107

元 年 21.2 66.1 127

情報処理サービス

契約約款

62年 度

63年 度

徹

個別契約

複数回答

(回答108社 、回答数189)

ヒL4ga6

13.0 、76.・i纏
～

!
|

…

21.2 66.1X㌘ i

(%)
0102030405060708090100
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13.料 金体系 一 高度通信サービスど情報処理サービスで個別喫約の割合が低下 一

答サービスとも、従量制料金と月額固定料金の割合が5割 強となっている。前項の契約形態と関連づけて見

ると、このような料金体系の事業者が、約款ベースへの契約形態へと移行 していると考えられる。

一方、高度通信サービスで個別喫 約の割合が昨年に比べ減 っている。これは、従量制料金によるパソコン通

信の増加によるものと思われる。また、その他が多いのは、基本料金(年 会費)の みのパソコン通信サービス

がここに含まれるためである。

情報処理サービスでも個別喫約の割合が減り、従量制料金の割合が増えているが、これは、受発注処理や情

報提供サービスなどの増加の影響 と推定 される。

① 基本通信サービス (%)

1
基本料金
+従 量制料金 口

2
基本料金
+月額固定料金i'

3
ユーザーとの

個男喫 約 ぶ

4
その他
書

62年 30.5 24.4 35.1 10.0

63年 33.6 20.5 42.6 3.3

辞 31.3 21.7 45.5 2.0

複数回答

(回答 一社、回答数131)

(回答65社 、回答数122)

(回答63社 、回答数97)

基本通信サービス

62年

63年

癖

基本料金
+従量制料金

基本料金 ユーザーとの
+月額固定料金 個別契約 その他

30.5

、、、、

・…ii24.4・……… ……徽 ミ}ミ:ユ'、ミ,1ぶ'、 、ト10.oi…
t"1.

㌔1

＼l
f

33.6 ・:・…2・.5-、 、。12ざ・ざ撒 §1,§ ≡

1'

/・・i「'

、、 」

31.3 ・::…・21
.7=… …:…5.[ぶ ミ 、

3.3

2.0

(%)
01020 30405060708090100
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② 高度通信サービス (%)

1
基本料金
+従 量制料金 口

2
基本料金
+月 額固定料金i'

3
ユーザーとの

個別契約 ぶ

4
その他
霊

62年 44.0 9.4 31.2 15.4

63年 38.0 12.8 30.4 18.8

冠 42.2 10.6 27.5 19.6

複数回答

(回答一社、回答数298)

(回答149社 、回答数353)

(回答175社 、回答数396)

高度通信サービス

基本料金
+従 量制料金

62年

63年

碑

基本料金 ユーザーとの
+月 額固定料金 個別喫約 その他

(%)
0 tO2030405060708090100

③ 情報処理サービス (%)

1
基本料金
+従量制料金 口

2
基本料金
+月額固定料金 ≡

3
ユーザーとの

個別喫 約 束

4
その他
誓

62年 42.7 10.8 40.9 5.6

63年 32.3 8.0 51.6 8.1

冠 39.9 10.9 39.5 9.7

複数回答

(回答一社、回答数232)

(回答106社 、回答数251)

(回答108社 、回答数238)

情報処理サービス

基本料金
+従 量制料金

62年

63年

辞

基本料金 ユーザーとの
+月 額固定料金 個別喫約 その他

一(%)

o 1020304050 60708090100
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14.事 業の採算性 一2極 化傾向定着 一

「採算がとれている」及び 「将来は採算がとれそう」の両者を合言1すると昨年の33 .5%か ら36.8%へ 若干増加

をみせているものの、依然として約1/3で あ る。

一方 「関連事業として採算性を考えている」企業は48
.8%と 、昨年と全く同一であり、 「採算性は度外視して

いる」、 「将来とも採算がとれそうもない」の3っ の合計は60.8%(昨 年63.4%)と なっている。どうやら情報

ネットワークサービス事業を採算性あるビジネスとするもの(1/3)と 、採算性は追求 しないものとの2極 化

傾向が定着 してきたようである。

事業の採算性

採算が
とれている
口

将来は採算
がとれそう

ぶ

関連事業とし
て採算性を考
えているi

採算性は度外
視している

、■■●●

将来とも採
算がとれそ
うもないllll

その他

修

辞 22 39 81 10 10 4

% 13.3 23.5 48.8 6.0 6.0 2.4 (回答166社)

そ
の

将来とも採算が 他
とれそうもない

採算性は
度外視して

関連事業と

採算がとれている

(%)

将来は採算が
とれそう
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15.事 業に係る費用 一 大きな変化はないがやや下方移行 一

事業費用全体及び費目別で特に際立った変化は見られない。ただし、昨年より数字の増えているのは、各費目

とも5千 万円未満に集中しており、これは昨年、一昨年に見られた多くの小規模新規参入事業者が徐々に稼働開

始してきていることを推定させる。

① 事業に係る費用

1千万円
未満
口

5千万円
未満
1億円
縮
修

5億円
未適
10億 円
未鐘
10億 円
肚
ぶ

回線費 94 22 12 18 5 7

機械設備費 46 48 18 18 9 9

運用費 55 48 16 25 5 6

(回答158社)

(回答158社)

(回答155社)

回線費

機械設備費

運用費

～1億 円未満

'千万円繍 ～5千万円未満 ～熱 熱/

5α5 ,i・溺 …i.i…%…'

一 戦
.ご

'

.`

2軌1・ ………304巳 ……1η1………

. 蝋
,H

355≡ii3L .q、,、、 .一、β
9'
%

～10億円

繍

4.4

3.2

(%)
OlO2030405060708090100

② 事業経費

1千万円
未満
口

5千万円
未満
1億円
織
修

5億円
未満
10億 円

未満

50億 円
未満
ぶ

50億 円
肚
警

事業経費 29 34 21 37 11 18 6

事業経費

1千 万 円 ～5千 万円 ～1億 円 ～5億 円 ～10億 円

紬 未満 未満 未満 繍 / ア
|

1&6 ・=・……・2L8・……………………llla5修iiiiiiii亘;:亘iiiiii

～50億 円未満

50億 円以上

(%)
OlO203040r,06070809(}100

一27一



16.事 業の売上高 一 事業者別売上高の構成は昨年と変わらず 一

売上高全体の構成は、ほぼ昨年と同じ状況である。また、新規参入事業者の売上高が5千 万円未満の事業者の

みとなっており、昨年の5千 万円～50億円以上の会社が19社もあった状況と比較すると、大規模事業者の参入は

止まったと考えられる。

対前年度売上高伸び率は、マイナス成長の会社が4社 と増えたことと売上高5億 円以上の会社では、伸び率が

最大でも50%未満と売上高の急速な伸びは望めなくなりっっあることが特徴的である。

① 事業の推定売上高(全 体)

1千万円
未満
5千万円
未満
1億円
未満
5億円
未満
10億 円

未満

50億円
未満
50億 円

以上

62年 口 9 19 13 20 9 9 3

63年iiiii 28 31 13 22 14 9 3

元 年修 37 37 14 20 9 16 6

(回答82社)

(回答120社)

(回答139社)

① 事業者の売上高
40

35

30

25

20

15

10

5

}{

1
千
万
円
未
満

5
千
万
円
未
満

1
億
円
未
満

5
億
円
未
満

10
億

円

未

満

50

億

円

未

満

50
億
円
以
上
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② 新規参入事業者の事業売上高

1千万円
織
5千万円
繍
1億 円

未満

5億円
未満
10億 円

未満

50億 円

未満

50億 円

以上

62年 口 一 一 『 一 一 一 一

63年iiiii 20 9 7 4 5 3 0

元 年修 10 7 0 0 0 0 0

(回答 一社)

(回答48社)

(回答17社)

② 新規参入事業者の事業売上高
30

25

20

15

10

5

o

一
}

目 園
1
千
方

円
未
満

5
千
万
円
未
満

1
億
円
未
満

5
億
円
未
満

10
億

円

未

満

50
億
円
未
満

50
億
円
以
上

③ 対前年度売上高伸び率

マ什 ス
～0%
10%

未満

20%

未満

30%

未満

40%
締
50%

未満

100%

未満

150%

未満

200%

未満

200%

以 ヒ

62年 口 4 5 12 8 8 2 3 7 0 5

63年iiiii 1 30 15 11 7 2 8 10 3 9

元 〉 4 31 17 五5 6 2 9 8 5 10

(回答54社)

(回答96社)

(回答107社)

35

30

25

20

15

10

5

0

マイナス10%20%30%40%50%100%150%200%200%
～0%未 満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 以上

陽

珍

iii…l

ii

……1

]、

7
・i, .£ ・

膠1

一

…1認
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④ 事業売上高別対前年度伸び率

・前年度

伸率
売上高

マイナス
～0%

口

10%
織
20%
未満
修

30%

未満

40%
未満
曇

50%
紬
ぶ

100%

未満

150%

未満

‖伽

200%
織
翻

200%

肚

■

1千万円未満 2 3 6 1 0 0 4 2 1 2

5千万円未満 1 12 5 5 1 0 2 1 2 1

1億円未満 0 8 1 3 0 0 0 1 1 0

5億 円未満 1 0 1 0 0 0 1 2 0 2

10億 円未満 0 5 1 1 1 1 0 0 0 0

50億円未満 0 1 2 1 1 0 0 0 0 0

50億 円以上 0 1 0 1 0 1 0 0 0 0 (回答108社)

1千万円未満

5千万円未満

1億円未満

5億円未満

10億円未満

50億円未満

50億円以上

10%未 満

20%30%40%100%150%200%

未満 未満 未満 未満 未満 以上

(回 答21社)

28.9%

(回 答30社)

34.1%

(回 答14社)

15.9%

(回 答6社)

6.8%

(回 答9社)

10.2%

(回答5社)

5.7%

(回答3社)

3.4%

(%)
o 1020304050f;0708090tOO
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17.事 業に携わる従業員数 一 小規模事業者の割合が依然高水準 一

従業員数20人 未満の事業者数が依然として6割 を越える状態にあり、この内の多 くは業界 ・地域 ・ユーザーが

限定された範囲でのサー ビスを提供していると考えられる。

売上高との対比においては、全般的には従業員数との相関が大きいと言える。又、売上げ5億 円を境 として従

業員30人 未満と40人 以上との2グ ループに分かれているが、加えて、40人 未満の企業において売上げが5千 万円

未満と10億 円以上に分かれる等、例外的と考え られるケースも見られる。

① 従業員数内訳

10人
未満
口

20人
未満
30人
未満
修

40人

未違

50人

未満
.

100人

未満

遥

・100人

堤

熈

合 計 58 28 13 5 4 三5 16

内 部 69 28 14 6 7 14 15

外 部 50 6 8 0 2 4 3

(回 答1:〕9社)

(回答153社)

(回答73社)

合計

内部

外部

10人 未満

～30人 ～100人100人

～20人 未満 未満 未満 以上

2.6

2.7

(%)
OlO20304n5060708090100
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② 事業売上高別従業員数

員数

売上高

10人
描
[コ

20人

糠

30人
補
修

40人

未癒
50人
未鐘
100人
織
慧

100人

以上

醐

1千万円未満 19 5 3 1 0 0 0

5千万円未満 18 8 2 1 0 0 0

1億円未満 6 2 4 0 0 0 0

5億円未満 0 4 3 0 0 6 2

10億 円未満 0 0 0 0 1 5 0

50億円未満 0 0 0 1 2 2 2

50億円以上 0 0 0 1 1 1 3 (回答103社)

1千万円未満

5千万円未満

1億円未満

5億円未満

10億 円未満

50億円未満

50億円以上

10人未満 20人 未満

物 影iiii

1∨iili

、".♂

w彩%多Wi多zw

..工

ー

バ'一 汗 ミ

'.

}… 丁'1
",一'←

/
、

覇 灘・-1一 卿

30人50人

未満 未満

(回答28社)

27.2%

10203n4050607080901nO

(回 答29社)
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(回 答12社)

11.7%

(回 答15社)

14.6%

(回 答6社)

5.8%

(回答7社)

6,8%

0

(回答6社)
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18.事 業に携わる技術者数 一 情報処理技術者保有会社数は足踏み 一一

情報処理技術者を保有する会社数は、昨年度までは1、2割 程度増加してきたが、今年度は回答社数の減少と

ともに(97社 から89社)、 その技術者数もほぼ変化がないように見受けられる。

電気通信主任技術者保有会社数は微増(49社 から53社)であり、技術者数も微増となっている。

本来であれば、毎年累積として技術者数は増加すべきであるが、これらの伸び悩みが新規の事業者数が今年度は

少ないこと(回 答会社実数21社)を 考慮すると、既存の事業者も積極的に技術者を増員させていないことを示す

ものと思われる。これらのことは、電気通信事業の拡大基調と、確保できる技術者数のかい離を示し将来に対す

る問題を含んでいると言える。

① 情報処理技術者保有会社数

システム監査 特 種 オ ンラ イ ン 1種 2種

5人未満 ll 36 21

舎

36 40

10人未満 修 2 4 1 9 15

15人未 満iiii言 2 2 0 7 5

20人未満 皇一 0 1 0 2 4

20人以上 口 1 5 1 11 25

複数回答

(回答89社)

0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

4

4

3

3

2

2

i

l

40

一.一

36 36
一
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・・:珍 τ言司

25

ぶ 』「
1'00'1" 麹 一

シ

ス
テ
ム
監
査

特
種

オ

ン

ラ

イ

ン

-

喬
氾
1

2

種

一33一



一34一

② 電気通信主任技術者保有会社数

電気通信主任技術者

5人未満 39

10人未満 2

15人未満 7

20人 未満 0

20人以上 5

(回答53社)

40
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0

20
人
以
上

20
人
未
満

15
人
未
満

10
人
未
満

5
人
未
満



19.運 用体制

一 昨年に引続き、ネ ットワーク監視センターやテスト用ネッ トワーク設備の整備が課題 一

運用体制にっいては、まだまだ不十分な事業者が多い。咋年と比べても、2の ネットワーク監視センター以

外、各項目とも割合が低下 している。ネットワークが社会のインフラとなりっっある現在、運用体制の整備は

重要であり、特に、5割 を切っているネットワーク監視センター、テス ト用ネットワーク設備の整備は、今後

とも課題である。

運 用 体 制

複数回答

(回答 旦62社)

(回答143社)

(回答19社)

1叔}・ ネヲ

トワーク部分の

運用体制が

独立してい

る

2ネ ット

ワーク監視

センターが

ある

3テ ス ト

用のネット

ワーク設備

がある

4各 種記

録の集計、

分析管理を

行っている

5電 気通
信主任技術
者がいる

6情 報処
理技術者試
験有資格者
がいる

全体 ・口 86 61 31 98 52 107

既存' 77 55 29 88 47 99

新規 修 9 6 3 10 5 8

全体% 53.1 37.7 19.1 60.5 32.1 66.1

既存% 53.9 38.5 20.3 68.5 36.4 09.2

新規% 47.4 31.6 15.8 52.6 26.3 42.1

12

11

10

9

8

7

6

5

107.99.
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20.運 用時間 一 週休2日 は定着、24時 間運用 も増加 一

サービスの休日にっいては昨年とほとんど変化がない。昨年の週休2日 の定着による 「日 ・祝休み」及び 「土

日、祝休み」の増加はそのまま今年に引き継がれた形になっている。ただし、今年の新規業者は20社 と少ない

ものの、その内の80%ま でが 「休日無し」運用をしている点は注目される。

運用時間については 「24時間」が増加している。(54.1%か ら58.1%)休 日は週休2日 とするものの、運用 日

には24時 間運用するといった姿がうかがわれる。

① サービスの運用時間(休 日)

休 日無 し 日 曜 日 日曜 ・祝祭 日 土 ・日 ・祝 祭 日 その他の曜日

全体 口 107 6 27 9 7

既存i 91 5 27 8 4

新規 修 16 1 0 1 2

全体% 68.6 3.9 17.3 5.8 4.5

既存% 66.9 3.7 19.9 5.9 2.9

新規 1% 80.0 5.0 0.0 5.0 10.0

(全体回答156社)

0

0

0

0

0

0

0

0

7

5

5

4

3

2

1

,.107
一

91

2727

16

.iil

6"5 9層…8'7'4

0'… 「蹴!「 運'"⊇
休

日
な
し
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曜

日

日

曜

・
祝

祭

日

土

・

日

・

祝

祭

日

そ

の
他
の
曜
日

(既存回答136社)

(新規回答20社)
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② サービスの運用時間(時 間)

2414 23～

22H

21～

20H

19～

18H

17～

1611

その他

全体 口 93 2 14 4 9 38

既存ii 79 2 12 4 9 33

新規 修 14 0 2 0 0 5

全体% 58.1 1.3 8.8 25 56 23.8

既存% 5a8 1.4 &6 2.9 6.5 27.3

新規% 6a7 α0 95 α0 00 23.8

(回答160社)

(回答139社)

(回答21社)
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0
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0

0

0

0
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21.セ キ ュリティ ・障害対策 一 本格的運用に伴い実施率かなり向上 一

セキュリティ ・障害対策とも全体的にやや改善の跡が見 られる。

特にIDパ スワー ドによる不正アクセス防止にっいては、ここ3年 間76%→87%→92%と 増加 してきており、

ほぼ全てに近い事業者が対策をとっているといえる。

また、暗号化(4%→10%)及 びネッ トワークの迂回路構成(23%→27%)等 実施コス トの大きい対策につい

てもまだ不十分ではあるがかなりの改善の跡が見られる。

① データの機密保護方法

ユーザID,パ ス

ワー ド等による不

正アクセス方法

暗号化による通信
情報の不正傍受防
止

入退室管理 閉域接続 その他

全体i 152 17 121 38 4

既存 ぶ 133 14 110 38 4

新規 ≡ 19 3 11 0 0

全体% 92.1 10.3 73.3 23.0 2.4

既存 、% 92.4 9.7 76.4 26.4 2.8

新規% 90.5 14.3 53.4 0.0 0

複数回答

(全体回答165社)

(既存回答144社)

(新規回答21社)

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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5

4
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2

1
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② 障害対策

設備の二重化 モニタリ玖 テス}機能
定期保守など各種

ツールによる障害

の早期発見

障害発生時の障害
切分機能や回復機
能

ネットワーク
の迂回路構成

その他

全体i 71 125 73 42 6

既存 ぶ 66 】11 67 40 5

新規 曇 5 14 6 2 1

全体% 45.2 79.6 46.5 26.8 3.8

既存% 48.2 80.0 48.9 30.7 3.7

新規% 25.0 70.0 30.0 10.0 5.0

複数回答

(回答157社)

(回答137社)

(回答20社)
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23.国 際VANサ ー ビスの状況

① 国際VANサ ー ビスの提供 一 提供事業者は倍増 一

国際VANサ ー ビスを}尉共する事業者数は昨年度の倍以上となり、回答祉の1割 を越えた。これは、国際一

種事業者間の競争によるネットワークコス トの低下、企業の海外進出に加え、国際間の文書通信の普及等、国

内/国 際を区別せずに通信を行 う利用者ニーズが増加 した事への対応と考えられる。

しかしながら、全般には8割 弱の事業者にとっては事業の対象とはなっておらず、投下資本、マンパワー、

海外側の提携先等が要求されるので、事業性は依然として限定されていることをうかがわせる。

1
実施中
口

2

提供予定 .

3
時期未定
修

4

予定 な し

iiiii

全 体 19 9 4 126

既 存 16 8 3 112

新 規 3 1 1 14

全体% 12.0 5.7 2.5 79.8

既存%
,.

11.5 5.8 2.2 80.6

新規% 15.8 5.3 5.93 73.7

(回答158社)

(回答139社)

(回答19社)

国際VANサ ー ビスの提供

実施中

全体

既存

新規

中 提供予ち/時 期未定 予定なし

12・ill:1 79.8

2.5

1・・6亘 8α6

ピ㍉2

],…台場,,蹴__㌫= .:....=.::.::::.=:::・:
i-iii.iii・.・.・

:'・:蘂ii

1585賜 ま 7a7… … … … ・ ・… ・… ・… … … ・…
.i__.

1〃 〃 、一 ・….・ ・ ・..、..7.・ ・..,.、 ….・ ・.....・,恒..・`■.・T・r..T.…..・..・ ・一、...
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010203040「 「106070RO90100
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国際VANサ ービス実施相手国

アメリカ

ロ

イ ギ リ ス
...
その他
修

全 体 16 9 5

全体% 84.2 47.4 26.3

複数回答

(回答19社)

010203040506n708090100(%)

アメリカ

イギ リス

その他
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② 国際VANサ ービスの提供形態 一 既存事業者の半数が直接接続 一

眸 度は廿 であった公瀾 等{鯛 が減少、牌 麟 鋼 向を見せたゲートウ・イ融 カミ復活している。こ

れはサービスの規模がある程度以上になると、何らかの形で専用線化することが得策であることを意味してい

る。

一方、新規事業者の場合には公衆網を利用する割合が高く(5社 中3社)事 業本格化の過程として参入当

初は公衆網の利用が有利との半1断があると推測される。

1
直接接続

2

公 衆 網(VENUS
-P)等 使用

3

ゲー トウェイ

経由

4

その他

62年口 9 9 10 1

63年i;iii 9 12 6 2

灘 13 5 9 2

62年% 39.1 39.1 43.5 4.3

63年% 31.0 41.4 20.7 6.9

元年% 44.8 17.2 31.0 6.9

複数回答

(回答23社)

(回答29社)

(回答29社)

国際VANサ ービスの提供形態
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③ 国際VANサ ー ビスの内容 一 サービスメニュー充実 一

電子メール及びデータ伝送の割合が昨年に比べると、減少してはいるものの、絶対数としては増加 し、依然

過半数を占めており、新規事業者のターゲット分野である。

一方、パケット交換やRCSの 増加は、国際間におけるトランザクション処理やコンピュータの利用が改め

て普及 している事を意味 していると考えられる。

1

電子メール

2

データ伝送

3
画像伝送

4

カ トコル変換付
パケット交換

2

RCS

4

その他

62年 口 13 15 3 7 4 4

63年iiiii 18 16 2 6 2 6

㍊ 24 21 4 14 7 8

62年% 56.5 65.2 13.0 30.4 17.4 17.4

63年% 69.2 61.5 7.7 23.1 7.7 23.1

元年% 80.0 70.0 13.3 46.7 23.3 26.7

複数回答

(回答23社)

(回答26社)

(回答30社)

国際VANサ ー ビスの内容
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④ 電 子 メー ル(X.400サ ポ ー トの 有 無)-X .400サ ・fミー トは半数 一

電子メールを行 っている事業者(24社)の うちX .400イ ンターフェースをサポー トしている事業者は10社。

昨年の5社/18社 の割合と比較 して5社15%程 度の増加となっている。これは、国際VANで も、電子メール

が標準のビジネスツールと見なされ、ますます網間の結合等が進展 している事を示すものと思われる
。

プロトコノL変換付パケット交換サービスに関 しては、一時期X.75利 用がサービスの前提になっていたため、

昨年度の調査では、サービス中6社 全てがX.75を 使用していた。今年度は、その規制が一部緩和されたため14

社中12社 がX.75で 、2社 が他のインターフェースでサービスを提供 している

有 口 無i

X.400サ ポ ー ト 10 8

% 55.6 44.4

(回答18社)

有 口

一

脈iiiii

X.75サ ポー ト 12 0

% 100.0 0

(回答12社)

X.400サ ポ ー トの 有 無

(%)

…萎…∴
4'9σ6iiiii

サ ポ ー ト無 ii
X.400

サ ポ ー ト有

55.6

1………44 4

層.=s

ジ
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⑤ 国際VANサ ービス提供を実施したい国 一 欧州、アジアNIESの 順 一

国際VANサ ー ビスを実施したい国としては、欧州、アジアNlESの 順 となっている。

これは、既に実施済みの米国、英国を入れて日本か ら見た国際VANと しての重要な対地国順は、米国 ・英

国、欧州、アジアNIESと な り、対外ビジネス量か ら見て常識的な結果といえる。

元 年 %

1米国 31 110.7

2英国 23 82.1

3欧州 21 75.0

4カ ナダ ・中南米 4 14.3

5ア ジアNIES 15 53.6

6そ の他アジア 2 7.1

7オ セアニア 3 10.7

8ア フ リカ 0 0.0

、

9中近東 .0 0.0

10そ の他 6 21.4

注)表 中には、国際VANサ 「 ビス実施相手国

(米国、英国、その他)の 数字を加えた。

複数回答

(回答28社)

35

30

25

20

15

10

5

o

31
F.一

.・一 23

21

一

r-9-..

15

4

一

[[oo

6

s

〉 部分"際VANサ ービス実施中陣
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ジ
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米

欧
州
英
国
米
国
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24.事 業におけるネットワークの相互接続 一 情報ネットワークサービス事業者の40%が 相互接続 一

情報ネットワークサービスの進展は、ネットワーク同士の相互接続へと広がっている。海外を含めネットワ

ークを相互接続 している情報ネットワークサービス事業者は4割 におよび、相互接続の必要性を感じている事

業者は8割 にのぼる。接続の相手は、 メインフレーマ系のネットワークが多い。また、海外ネットワークとの

接続もわずかながら増えている。

一方、自社で設備を持たず、他社のネッ トワーク設備を利用して情報ネットワークサービスを行っている事

業者が、162社 中50社(約3割)あ った。昨年は46社 で、4社 ほど増えている。

① 他社ネットワークとの相互接続の有無

有 口 無i・i

ネットワーク相互接続 66 99

% 40.0 60.0

(回答165社)

(%

相互接続有600

ネ ッ トワー ク

40.0

ψ

ネ ソ トワー ク

相互接 ♂

}

② 将来他社ネットワークとの相互接続の必要性

必 要 口 必 要 な しiiiii分からない修

相互接続の必要性 128 9 25

% 79.0 5.6 15.4

(回答162社)

相互接続の
必要なし

(%)
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③ 他社ネットワークとの相互接続の計画

計画中 口 計画がない

相互接続の計画 29 78

% 27.1 72.9

相 互接続の

計画がない

72.9・

(回答107社)

(%)

相互接続を

計画中

27.1

④ 他社ネットワーク設備利用の有無

有 口 無

他社ネットワーク設備利用 50 112

% 30.9 69.1

ネ ッ トワー ク設備利
用無

69.1

(回答162社)

(%)

他 社ネットワーク

設備利用有

30.9
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25.事 業を進あて行く上での政策的支援 一 昨年と同様に設備投資に対する補助、減税を6割 が期待 一

回答事業者191社 の うち、情報ネットワークサービス事業を進めていく上での政策的支援として挙げている

上位3っ は、 「設備投資に対する補助、減税」119社 、 「ビジネスプロ トコル標準化の推進」97社 、 「地域情

報化促進の支援」72社 となっている。これらの結果は、昨年と比べると共同バックアップセンターの構築支援

(24社→13社)を 除きほぼ同様の順位を示 している。 このことは、情報ネットワークサー ビス事業者の多くが

先ず設備投資に対する補助、減税(62.3%)を 期待し、さらにビジネスプロ トコルの標準化(50.8%)、 地域

情報化促進の支援(37.7%)と い ったネットワーク化の基盤整備に対する政策的支援を期待 し、望んでいるこ

とが分かる。

元 年 %

設備投資に対する補助、減税 口 ltg 62.3

ビジネスプロトコル標準化の推進 97 50.8

地域情報化促進の支援 ぶ 72 37.7

ネットワーク技術者の人材育成支援iiiii 63 30.0

各種ガイ ドライン(接 続 允1コルの開示、方イパシー保護等)の 作成iiiii 56 29.3

連携指針等の業界共同ネットワーク化への働きかけi喜 25 13.1

共同バックアップセンターの構築支援 修 {3 6.8

その他 踊 15 7.9

そ
の
他

共
同
バ

ッ
ク
ア
ッ
プ

セ
ン
タ
ー
の
構
築

連
携
指
針
等

各
種
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ド
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成
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援

の
作
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援

ビ
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備
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化
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助

・
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税
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複数回答(回 答191社)
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26.OSIへ の取組 一 望まれるメーカーの早急な対応 一

今回の調査では188社 か ら回答を得、昨年とほぼ同様の傾向であるが、依然としてOSIに 対する関心は漠

然としたものにとどまっている。また、 「様子を見て決める」(55.3%)「 分からない」(30.3%)と い った

流動的な回答は85.6%と 相変わ らず高い数字を示 しており、OSI製 品の発表 ・低廉化などメーカー側の早急

な対応が望まれるところである。一方、ユーザー企業側におけるOSIに 対する認識度は83.6%(出 所:OS

Iユ ーザー懇談会のOSIの 利用に関するユーザー調査)と 高い数字を示 しており、OSlに 対する期待がう

かがわれる。

しか しながら、今後OSIを 産 業界の裾野まで広げるためには、メーカー提供のOSI対 応製品の実用化と

ともにその普及がまたれるところである。

1.す ぐにでも

採用したい

口

2.様 子を見て

決める

3.採 用する予

定はない

修

4.分 か らない

63年 ll 106 13 47

元 年 6 104 21 57

63年% 6.2 59.9 7.3 26.6

元年% 3.2 55.3 11.2 30.3

(回答177社)

(回答188社)

すぐにでも採用したい

採用する
予定はない

ii
3 (%

がらない

30.3i

1
様子を見て
める

芸
" .
.
.

V

ー
吻ノ

い

一

11.2獺
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27.EDIサ ー ビスの実施状況 －EDIに 対 し一層の普及 ・促進を図る必要あり －

EDIサ ー ビスの実施状況は、 「実施中」 「実施予定」を含めて30社(17.0%)の 事業者がEDIサ ー ビ

スを実施又は予定 している状況となっている。しか し、 「分からない」と回答した事業者が44.9%も あ り、今

後EDlに 対する認識とその普及 ・促進を図ってい く必要があるものと思われる。

さらに、海外のEDIと の整合性を図る上では、情報ネットワークサービス事業者が、どのような事業展開

を図って行 くのか注目されるところである。

EDIサ ー ビスの実施状況

実施中

口

実施予定
(時期未定)

実施予定
(時期決定)
修

予定なし 分からない

遥

元 年 12 15 3 67 79

% 6.8 8.5 1.7 38.1 44.9

(回答176社)

実施中(%)

実施予定(時 期未定)

実施予定(時 期決定)
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1.従 業 業員数

2.設 立 形態

3.複 数 企業 による合同出資のケース

4.接 続 端末総台数

5.ユ ーザー総数

6.ア クセ スポイ ント数

7.資 本 金規模と業種構成

8.業 種 構成(新 規 ・既存)

9.資 本金規模(新 規 ・既存)

10.各 種意見





1。 全従業員数

5

人

未
満

10

人

未
満

20

人

未

満

30

人

未

満

40

人

未

満

50

人

未

満

100

人

未

満

300

人

未

満

500

人

未

満

1

千
人

未
満

3

千
人

未
満

1
万
人

未
満

5
万
人

未
満

5
万
人

以
上

全従業員数 12 16 31 19 10 7 28 41 20 12 16 13 4 6

% 5」 6.8 13.2 8.1 4.3 3.0 11.9 17.4 8.5 5.1 6.8 5.3 1.7 2.6

(回 答235社)
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2.設 立形態

1.親 会 社か ら

独立

口

2.複 数 企業の

合同出資 _

3.無 回答

修

15 47 184

% 6.1 19.1 74.8

(回 答246社)

親会社から独立
(%)

3.複 数企業による合同出資のケース

1.同 業樋

口

2・ 異 業 種 _. 3。 関連企業

修

4.そ の 他 _

9 29 5 3

% 19.6 63.0 10.9 6.5

(回答46社)

織

(%

烈 琶ii
き

鵯 竺6

異業種

63.0
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4.接 続端末総台数

5 1 5 5

千 万 万 万
ム ム ム ム
口 口 口 口

未 未 未 以
満 満 満 上

10 8 6 5

6.ll 5.1 3.8 3.2

2005001

千
ム ム ム
口 口 ロ

3
千
台

黍ぼ 劃 黍1黍 ぼ1裏1黍 ぼ

71.,頴,}}1、

(回 答158社)
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5.ユ ー ザ ー総 数
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5
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元 年 26 11 ll 20 26 26 17 12 7 5 2 1

% 15.4 6.5 6.5 ll.8 15.4 15.4 10.1 7.1 4.1 3.0 3.0 1.2 0.6

(回 答 正69社)
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6.ア ク セ ス ポ イ ン ト数

5
千
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満

0

0

珈

未
満

0

0

㎝

未
満

6

U

⑭

未
満

12

"

50

未

満

6

姻

30

未

満

6

U

20

未

満

7

Ω

15

未

満

7

Ω

10

未

満

12

日

5

未
満

80

日5

年元

%

(回答186社)
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7.資 木金規模と業種構成

農

竺
水
産
業

建
設
業

製
造
業

流
通
業

金
融
業

物
流
業

情
報
産
業

サ

1

ビ

ス

業

そ
の
他

21'

1千億円以上 3 1
一'
4

200億 円～

1千 億円未満 5 1 1 7

50億 円～

200億 円未満 3 1 1 5

10億 円～

50億 円未満 1 1 1 1 8 1 13

1億 円～

10億 円未満 1 4 8 2 4 42 6 67

1億 円未満 2 2 15 3 47 1 4 74

計 1 2 18 26 5 9 97 2 10 170

(「 資本金」と 「業種」双方に回答のある企業数170社)
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8.業 種 構成(新 規 ・既存)

農 建 製 流 金 物 情 サ そ

林 設 造 通 融 流 報 1 の
● 業 業 業 業 業 産 ビ , 他
水 業 ス

産 業
業 計

0 0 2 3 0 1 8 0 0 14

新規i≡ 0.0% 0.0% 14.3% 2L4% 0.0% 7.2% 57.1% 0.0% 0.0%

1 2 16 24 6 8 121 2 12 192

既 存iiiii 0.5% 1.0% 8.3% 12.5% 3.1% 4.2% 63.0% 1.0% 6.3%

計 1 2 18 27 6 9 129 2 12 206

li

'7,9,,層 層吟,P・P炉一,P層,,層.P

一77.
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9.資 本金規模(新 規 ・既存)

1億 円
未満

1億

;億
円未満

10億

三 億
円未満

50億
～

200億

円未満

200億
～

」千億
円未満

1千 億

円以上

無回答

計

新規誓i
12

40.0%
11
36.7%

1

3.3%

2

6.7%
0

0.0%

0

0.0%

4

13.3%

30

既 存iiiii

83

38.4%

79

36.6%

23
10.6%

12

5.6%

7

3.2%

5

2.3%

7
3.2%

216

計 95 90 24 14 7 5 1f 246
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1億 円1億 ～

未満10億 円

未満

10億 ～50億 ～200億 ～1千 億Fl無 回答

50億 円200億 円1千 億 以上

未満 未満 円未満
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平成元年度情報ネットワークサービス事業実態調査に係る各種意見

今回の実態調査では、次の質問 にっいては各種意見が寄せ られており、これ らの意見にっい

て整理 し、とりまとめることとした。

質問llビ ジネス展開の方向性(採 算、マーケ ット、競合、戦略)に っいて

質問121SDN、 衛星通信等新 しい通信媒体の利用及びその影響について

質問15日 本 におけるEDI標 準 化の推進 にっいて

質問16事 業 を進めて行 く上での問題点 ・要望にっ いて

{1)ビ ジネス展開の方向性(回 答89社)

① 地域(回 答6社)

② 高付加価値サービスの提供及びサービスの拡大(回 答21社)

③ 事業及び業容の拡大(回 答11社)

④ 戦略又は採算性の面(回 答30社)

⑤ 計画中又は静観中(回 答11祉)

⑥ 競合 ・競争の面(回 答5社)

⑦ その他(回 答7社)

〔2)ISDN、 衛星通信等新 しい通信媒体の利用及び影響(回 答86社)

① 通信コス ト・料金(回 答20社)

② 通信サービスの利用(回 答24社)

③ 通信媒体及びシステムの検討(回 答21社)

④ 早期実現(回 答7社)

⑤ 競争の激化(回 答6社)

⑥ その他(回 答7社)
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(3)EDI標 準化の推進について(回 答29社)

① 普及 ・PR活 動(回 答2社)

② プロ トコルの整合性(回 答5社)

③ 標準化の推進(回 答16社)

④ その他(回 答3社)

{4)事 業を進めて行く上での問題点 ・要望(回 答50社)

① 料金(回 答6社)

② 制度 ・政策 ・行政等(回 答25社)

③ 利用環境の整備(回 答2社)

④ 標準化の推進(回 答5社)

⑤ インフラの整備(回 答4社)

⑥ その他(回 答4社)
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一 質問11 .ビ ジネス展開の方向性に関す る意見

〔地域〕

・全国の卸団地が行 って いる地域VANに 関心を持 って見ているが、始めたばかりのところ

が多 く、まだ軌道に乗 っているとは言いがたい。全国の地域VAN業 者 をみて もまだ黒字

のところは少ないと思われるので、卸団地 としてVAN事 業 を始めることに二の足を踏ん

でいる状態。

・メーカー、卸を中心 とした縦系列のVANと 異 なり、地域に開放 された共同利用型の第3

セクターが運用するVANと して、地域に広がりを持ち縦系列VANと の接続も可能な県

域における標準的VANと して展開を図る。

・地域VAN会 社として長期スパンでの収支均衡を目指している。地域の現状から複数の事

業者の共存は無理であり、地域に1っ の総合情報センターとして事業展開を図りたい。

・VANサ ービスは、特定地域に限定する現在の流通VANか ら地域総合VANへ の拡大を

図る。競合の中での戦略として、他VANに 先 駆けた高度サー ビスの提供、低コス トでの

サービス、VAN自 体 のPRを 図 って行 く。

・地域VANの ス イッチングセンターをやっているが問屋系のVANに くらべ優位点が高 く

安心感を小売店からもたれている。各県の地域VANに 全面的に協力するよう行政面から

の指導をお願い したい。

・当社のサービス地域における採算性は非常に厳しいと思われる。今後の戦略等にっいては

具体的な検討をこれから実施する。

〔高付加価値サービスの提供及びサー ビスの拡大〕

・現在、金融関係の業務特化型のVANサ ー ビスを提供 しているが、業界 ・業務時化は今後

とも継続 して行 く。サー ビス内容 も情報処理を含む ものを中心 と考え、パケ ット変換サー

ビス、単純な電子メールサー ビス等はあ くまで も補助的なサービスと して提供する予定で

あ る。

・一般第2種 電気通信事業の範囲内におけるサービスでの採算性 は設備などへの投資を考え

ると厳 しいと言え る。他事業 との複合サー ビスの提供による採算性を考えたい。

・トータルイ ンテ リジェン トサー ビスとして展開する予定。

・ビデオテックスの特徴である操作の容易性と端末及び通信量の安 さで家庭への普及はソフ

ト(サ ービス)次 第で拡大す ると考える。
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・特定ユーザーとその取引先へのサ一一ビスが主力であり
、費用、収入その仙をVAN事 業 外

のサービス費用 ・収入に含んでいるので明確に計算ができない。ネ ッ トを強化 しサー ビス

を拡大 したい。独 自のサー ビスを特定ユーザー外 にも行ないたい。

・VAN事 業のマーケ ッ ト開発期が完了 し
、事業拡大期に入った。

・物流に特化 した企業間情報処理サー ビスを目指す
。ユーザーにとって メリッ トのあ るサー

ビスの開発が急務である。

・付加価値を高めるたの ソフ トウェア開発を進め、業種別のニーズにあわせた商品提供を行

う。

・ネッ トワーク+情 報処理+ト ータルソリューション→ネッ トワー クを基本と したサービス

インテグレーシ ョン

・現在行っているボイスメール事業は地域性もあり採算而では非常に苦 しい
。今後は、企業

を中心 にした音声サー ビスを展開 して行きたい。又、音声に限 らず画像、FAXと の複合

サービス も検討 したい。

・当社が技術的に優位なX .400に よ る相互接続及びメディア変換、とりわけファクシミリ配

信サービスを国内に止 まらず海外 にも提供することによ りネ ットワークの拡大をはかり1

っのネッ トワークを超えた利用あるいは異な ったメディア間の通信を実現 し、以て消費者

のニーズに応えて行 く。

・当社製パソコンのユーザーを中心 としてVANサ ー ビスの実施を検討 してい きたい
。

・サー ビスを拡充 し、合わせて展開 して いく。 システム化への トータルサービスを行 う(コ

ンサルティング、ハー ド・ソフ トの提供、運用代行)。 設備 ・情報の共 同利用によるメリ

ットを追求(よ り高度な情報提供サービスを行 う)。

・VAN事 業を中核 としてPOSや パ ソコン通信を統合 した総合的なネッ トワー クサービス

を提供 してい く。

・ローカルVANで あ る為 ネッ トワークを利用 した情報処理サービスが中心とな っている
。

この ことから、情報処理サー ビスの メニ ューを揃えていくことが、今後の方向となる。

・基本通信サー ビス分野においては一種事業者 との競合が一段と厳 しい ものとな り
、ネッ ト

ワーク拡大は難 しくなる。VANの 方向はよ り付加価値の高い通信処理、情報処理への比

重を高めてい く。
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・大手情報サー ビス企業グループによるバ ックアップ体制により、流通業界やカー ドビジネ

ス等戦略を展開していく。また、これらと新たな組織体制により、損益分岐点を突破する

ことも考えている。新事業への取組 も考えてお り、国際VANサ ー ビス も今後サー ビスを

充実させてい く。

・単なる通信回線サービスのみで は採算性は悪いので、顧客の情報 ・通信システムのサポー

トを含めたきめの細かいサー ビスが必要となる。

・EDlの サー ビスを中核 とした企業向けサー ビス。

・VAN事 業 のグローバル化を推進 し、多様かっ高付加llln値の っいたサ三ビスを提供 して行

く 。

・現段階ではVANネ ッ トワークに係 る設備投資及びNTT回 線 料金等の負担が業績に大 き

く影響 している。 しか し、情報ネ ットワーク化は高度情報化社会の中で、欠かせないツー

ルとして期待されていることか ら、VAN事 業 として業界ニーズや地域ニーズに即応 した

新 しいビジネス展開をす ることにより、サー ビスの個性化を図りたい。

〔事業及び業容の拡大〕

∴構築 したVANに 適 合 した業務または、キャプテンVANに 適 合す る業務についてのみ、

展開ができる。適合業務が何であるか、代替システムよりも優れているかが生き残れるか

どうかの境目となると思われ る。

・VAN事 業 だけでは採算をとることは困難。情報処理サービス展開のための インフラ、ツ

一ルとして捉え、拡張を図 ってい く。

・グループ内の処理を核 として、顧客との接続を展開 しているが、今後顧客との接続を増や

して行きたい。

・既存 リソース、既存サー ビスの組合せに若干の投資を加えることで、大 きな付加価値を得

る事ができる。利用者(グ ループ)の ニーズに基づき、そのコーディネイ トを行なえ るこ

とが我々小業者のっ とめ と思 う。

・ビデオテックス網の特性(通 信費が安い)を 生かしたキャプテンCAI及 び受発注のビジ

ネスを展開。

・VAN事 業 の市場開発期が完了 しっっあり、事業拡大期に入った。

・VAN事 業 の市場開発期か ら展開、拡大期に移 りっっある。

、・今後の技術動向や市場の競争状態等の状況により本格的な事業展開を検討するっもりであ

る 。
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・高度通信サー ビスの開発 ・国際VANサ 一一ビスの開始を早期に立ち上げ、業容の拡大を図

りたい。

・マーケ ット開発期が完了 し、事業拡大期に入った。

・VAN事 業 は当社 ビジネスのインフラ ・中核となるものと考えてお り今後 も積極的に展開

して行 く。昨年度までに設備のイ ンフラとなるパケ ット交換網の整備が終了 したため、今

後アプリケー ション業務の獲得に本格的に取り組む。国際化、高度化が今後益々必要 とな

る。

〔戦略又は採算性の面〕

・VAN事 業 は、多大の投資と大 きな リスク負担が必要であるため、弊社のよ うな中小企業

ではビジネスとしては、成り立たない。

・現在のところ採算性か らみると合わないと思われる。だが方向と してはビジネス展開の目

玉 となって くると思われ る。 もっと環境整備 してか らと考えている。

・当社は当初NCCの 回線 リセールを考えていたが、アクセスポイ ントの関係で特定第2種

業者の相互乗 り入れ方式によるリセールを開始 した。採算面か らす ると、アクセスポイン

'

トまでのNTT料 金 及び リセール業者に対す るデ ジタル回線料金を安 くする政策をとらな

いと、第2種 の価値がな くなると思われる。(ユ ーザーは第2種 の存在価値とサー ビスを

求めていることは事実であ る。)

・VAN事 業 について は運営方式を基本的にTVと 同 じよ うにスポ ンサーによる運営とし、

一般ユーザーか らの会費は
、一切請求 しない方向で行 きたい。但 し、自社スポンサーのP

Rや オ ンラインショッピングにより トン トンにはしたいと思 う。

・マルチメデ ィアの方向を見極めてか ら参人したいと思 う。マルチ メデ ィアの動向、国際間

通信のニーズの把握、ホーム利用の見極め等を考えなが ら新 しい対応のマーケティングを

考えたい。

・弊社の音声 メール事業に関 しては、運用開始後2年 になるが、普及効果が得 られない。又

利用者が加入 したに もかかわらず、利用メリットが出ず、解約 されるユーザーと新規に加

入されるユーザーが五分五分にて増加 していかない。音声 メール システムの利用方法のニ

ューアイディアが欲 しいところ。

・VAN単 独 事業の切 り口か ら採算 を考えた場合、地域性 も有 りサー ビス料金面、ユーザー

数箇か ら採算は難 しいと思 う。人材の確保及び育成を重視 し、ソフ トウェアの開発拡大及

び付随機器販売の拡大は不可欠と思 う。
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・イ ンテ リジェン トビル拡大に向けてVANを 戦略的に利用 したい。

・人間生活に役立っための(目 的に合 った、使い易い)シ ステム作りを進める。

・社内余剰分を関係会社へ提供 しているが、ネ ットワークに付加価値を付け、第三者 にも展

開 して行きたい。

・採算性について は、 もう2年 程度苦 しい時期があるものと思われる。今後小売店への普及

を継続するとともに、勧業 ・メーカーへ も精力的に営業を展開 したい。基本的に流通業界

の情報分野で信頼度の高 いデータを集積 ・分析することにより、その提供業務を主業 に転

換 してい きたい。

・POSデ ー タの情報処理方式をめ ぐって今後中堅中小 スーパーでは自社構築では成功がお

ぼっかないことがはっきりして くる。従 ってネッ トワーク方式(外 注方式)で ある我が社

が見直されるであろ う。

・土壌的にも、将来的にも今後の展開はあ ると思われ る。一足飛びにはいかないが今後の方

法次第。

・グループ企業による回線共同利用が主体だが、第三者へのサー ビス拡大のための設備投資

は考えていない。

・近い将来採算がとれる見通 しであ り、個人市場にはおおきなビジネスチャンスがあると考

え る。

・現在は企業相互の人員増加の防止及び情報のスピー ドアップなどを目的と し、相互の経費

軽減のため互 いに自社費用負担としているが、将来は企業戦略の一つとして情報の付加価

値を強化 し有料化を狙 う。

・POSの ネ ッ トワーク化の点で、今後 も先行きできる見通 しを もっている。

・通信を含むソフ トウェアの品質が問題。ソフ トウェアのメンテナンスが現状のままであれ

ば、事業と して成 り立たない企業が続出 して くると思われ る。当社においてはほぼ この問

題 をクリア しているので、今後はネッ トワー ク系の品質が問題 となる。

・ビデオテックス(情 報提供)事 業に関 しては採算難 しい。その他業務で採算を考えて行 き

たい。

・フー ドサー ビス業及 びその関連業種間のネッ トワーク作 りを し、業種を絞 り込むことによ

って付加価値を上げかつ効率的な運用を図る。

・大手量販店はVAN構 築 済みであるから、中小量販店向のVAN事 業 を検討 しているが採

算性及び市場性に問題あり。
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・ビジネス展開は考えていない。あ くまで も社内ユースのみ。だが、関連会社を通 じての運

営 ・展開はその会社独自の判断で今後 も進めてい く。

・個 々のユーザー対応では採算が合いにくいので、データベースの作成、及び一括卸売を模

索 している。

・パ ソコン通信単体での採算向上 はもちろんであるが、企業ベースでのサービス、オンライ

ンショッピングの展開、情報の販売等複合展開で収益向上を考えている。

・設備投資が終了す る3年 後を 目標に し採算を合わせる
。 マーケッ トは、自然増。競合は、

な し。戦略的には、SIサ ー ビスの一環 として展開す る。

・音声メールは、ようや く有用{生が認識されて きてお り、顧客数 も増加方向。全国ネッ トワ

ーク化簡略番号の使用等顧客サー ビスを展開。音声応答はマスメデ ィア(テ レビ ・ラジオ

)と 連動 したサー ビスを重点的に進める。情報サー ビスは、NTTダ イヤルQ2サ ー ビス

を利用する。NTTの サ ー ビス展開 に乗 って実施 してい く。

・親会社を中心 とした企業集団及び親会社の取引先を中心 に足元を固めながら事業を展開す

る。親会社を中心 とする規模の利益を十分生か した ビジネス展開とする。

・当社は将来的にはSI事 業を考えているが
、当面はソフ ト開発、VAN事 業 を推進 しっっ

技術の蓄積統合を計 る計画である。VAN事 業 も独立 してではな く、総合的な営業戦略の

一環と してとらえている。従 ってVANの み で突出す るっもりもない し、マーケ ッ トを特

定する予定 もない。採算は重視するが、営業戦略上ある程度の赤字はやむを得ないと考え

ている。

・国際VANサ ー ビスを新 しい材料に内外のシステム ・イ ンテグレーション ・ニーズとも組

合せ、市場開拓を積極化。

・本年よりVANをSI(シ ステムインチグレ一一シ ョン)の 一要素という形に変え
、総合的

に客先ヘシステム提案 してい く方向に変わった。 こういう形になったの も、VANが 社会

的に認知され、十分活用 されは じめたか らと考えている。又昨年度でVAN事 業のみで初

めて黒字になり、今後事業の中心の一つ として展開 して行 きたい。

〔計画又は静観中〕

・弊社はコンピュータ ・バ ックア ップサービス(共 同バ ックア ップセ ンターを含む)を 主体

とする方向なので一般VANに 進 出する計画は無い。

・地域性
、第1種 電気通信事業者の動向等、未だ変動要素が多いので当面は静観状態。
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・弊社のVAN事 業 にっいては現在準備中ですが ,基 本方針は、親会社保有のコンピュータ

&ネ ッ トワークの運営を請け負 う事、親会社のVANシ ステムおよびNTT等 の回線を必

要に応 じ貸借 し、弊社の客先に有償サー ビスを行 うこととしている。弊社独 自備投資の設

はニーズに合わせて実施 して行 く方針であ る。

・将来本格VANサ ー ビスを行うための実験 システムを運用中
。 ビジネス展開の方向性にっ

いては、実験 システムを通 して考慮中。

・小企業のゆえ、大規模VANは 種 々の条件で進出は難 しい。 しかし、他企業 との合弁によ

り、中規模程度の音声応答システム関連の事業に進出したい。

・現在 は親会社に対す るサー ビスと
、一般向けには リモー トコンピューティングサービスを

提供 して いるのみであり、本格的なVAN事 業展開のための方向性は今後検討の予定であ

る。

・当社では、現在高速デジタル回線を関係会社と共同利用 しているが時期 を見てVAN事 業

へ進出 しビジネスとして関係会社以外に もサービスを行うかどうかの検討を行 っている。

・一般家庭向け端末設備の普及が必要なため、今後検討を進める。

・VAN事 業 化の検討、VAN事 業 参画の検討等は過去 に行った経緯はあ るが、結論として

は社内ホス トコンピュータを活用 して、弊社関係グループ企業の情報交換実施 となった。

現在はVANに は全 く進出の意図はない。

・ローカルセンターにとっては、設備 ・運用 コス トが非常に重 い。安全対策の重要性 も益 々

増すであろうし、統合の必要性が出て くるだろう。 いたず らに先走ることな く取り組む方

針。

・色々と調査 した結果、現時点では採算が合わないように思われるが、今後の変化が どうな

るのか待ち状態。

〔競合 ・競争の面〕

・当社の事業は 「ボイスメール」というパーソナルコンピュータをホス トに、各家庭の電話

機を端末に利用 した事業で、音声応答 と、情報提供をメインのサービスとしているので、

通常のVAN事 業 とは大分規模が違 うし、展開にっいて も異なっている。今後 マーケッ ト

はどん どん広が り、競合があって も十分採算 は取れる。
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・製造業を中心に、受発注情報や生産管理情報をVANに 取 り込むことにより、多企業間で

の広域的な生産管理 システムの構築 をめざす。 データの送受信だけで は採算は取れないが

VANに 付随するソフ ト開発、機器販売による利益が見込まれ る。ユーザー、地域が限定

されるため他社とは競合 しない ものと思われる。

・採算 にっいては非常に悲観的である。マーケッ トも競合が多 く伸び悩んでいる。

・採算にっいては今後の課題。マーケ ッ トについては充実 して きた。競合は特にない ものと

思 う。

・流通業界に特化 し、 リテールサポー ト可能なナ レッジエンジニア集団を目指す。乱立、過

当競争、系列化競争が横行 しユーザー無視の状況が放置されている。高度情報化、ネッ ト

ワー ク社会の実現など程遠いと感 じる。

〔その他〕

・当該業界(物 流業者を含む)の ビジネスプロ トコル とEDI化 の よりいっそうの推進。

・将来的には、当該業界と他業界(取 引先)の 標準化を図る。

・利用 目的別CUGシ ステムの構築。有効情報の取得

二受発注と経営指導を行 うボランタ リーチ ェー ン(VC)本 部である。従ってVANそ の も

のより、VC活 動 の対象増加が必要。

・独 自のValueの 創 造がKEYと 思 う。

・NTT市 内 回線料の引下げ及び公一特接続の認可にっいてVAN業 者への配慮が必要。

・弊社の主たる事業 はコンビニエ ンスス トアーの運営指導である。従 って加盟店舗に対する

販売支援とい う方針を堅持 して行 く。
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一 質問12 .lSDN、 衛星通信等新 しい通信媒体に関す る意見 ・

〔通信コス ト・料金〕

・lSDNは 、高速 ・低料金にメ リッ トがあると思 うが、まだ普及にいたっていないとい う

問題点は何なのか。 じっくり見極めて行きたい。

・データ通信の効率性、安全性等の向上が図 られ、利用 コス トが妥当なものであれば利用の

可能性は高い。

・ISDNは 、公衆通信回線の実質的な料金値下げであり、回線売りでは現在のところ見通

しは立たない。

衛星通信は、画像データのブロー ドキ ャス トタイプの採算のとれるアプリケーションは従

来のVAN事 業または1社 の事業では難 しい。従って情報処理又はデータベース型のVA

N本 来 型にシフ トす る必要があ る。

・通信費低減化の観点から期待

・ISDNは 将来全国の90%以 上 をカバーできるようになれば、導入するメリッ トはある

と思 う。その際の接続料は安 くして欲 しい。そうすれば、パソコ ン通信がTVに 代 わる新

しいメディアとなり、VAN事 業の将来は明るい。

・ISDN等 にっいてはエ ン ドユーザーが無意識で利用できるものであり、設備サービスが

整うこと自体が影響を与えるというより、回線コストの低下が利用拡大と影響を及ぼす大

きな要素と思う。

・回線 コス トの低下(ISDN等 の利用により)と 端末機能のア ップにより、広域集配信楽

務について将来需要が増加するのか減少するのか見込みが立たない。

・通信 コス トの低下、情報ネッ トワー クの普及(国 際的、地球的)に より、社会、経済にお

いても自由化が進み、地球的に近づいていくのでは。

シ

・回線料金と益々に低廉化する。今後如何に付加価値を付けていくかがポイントとなる。

・コス ト低下のためNTTの 料 金引下げが必要。

・低料金の新サービスを、投資を押さえて提供できればと考えたい。ISDNと パ ソコン通

信が競合になるので は。

・普及動向をみて利用 したい。利用 コス トの低減を望む。技術動向を捉えたい。

・ISDNに っ いては使用料 も含め、コス トが低減 した場合様々なサー ビスメニューの追加

にっながると考える。

・ISDNは 、VAN事 業のユーザー拡大、製品拡大、 コス ト低減に大 きく寄与す ると思わ

れる。1SDNが 、現在の加入電話回線網 と同様に全国で利用可能となる事が望 ましい。
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・ISDNの 必 要性は十分認めて いるが(一 部使用中)
、現在検討されている料金体系では

特二、般二の大手はネッ トワーク収益が見込めない。情報処理サービス業に徹するしかな

い。

・ISDNに っ いて は
、全国的にネ ットが張 られれば当社 としては十分利用価値あり(安 価

である)

・衛星通信による全国一律料金が設定され
、地上回線に比べて価格的に安ければ、利用 して

行きたい。

・特にlSDNの 全 国展開と低料金はVANネ ッ トワー クへの影響が大きい
。更にISDN

を伝達網 として上位にできるイ ンテ リジェント・ネッ トワークは高度 なサービス機能を提

供するものと予想 され、長期的な対応が必要となる。衛星通信の利用 コス トは米国と比較

す ると割高で、映像、 ミュージックの伝送のための トラポン ・リセールは放送法との関連

もあり、不透明である。

・ISDN等 が 既存の通信サー ビスに比 して安価な水準でサポー トされるとVAN事 業の展

開に著 しい影響を与えるものと考える。またlSDN等 とVAN事 業 者が対等の立場でネ

ットワーク接続が行なえることが必要である。

・ISDNの 料 金をみて
、かっその技術的なポテンシャルを考えてい くと、VANの 事業と

併存が難 しくなるのかとい う気持である。あと、2～3年 で上記媒体 も広 く使われる様に

に成るであろ う。その時の対応を現在より考えてい く必要があると思われる。

〔通信サー ビスの利用〕

・コンピュータバ ックアップサービスに関連 してセ ンター間 ファイル転送
、'lSDN利 用 、

衛星通信利用に取 り組んでいる。

・昨年暮れにや っとNET64が サー ビスを始めたばかりである
。 これか らはより速い媒体

による通信サー ビスを多いに利用 したい。

・ISDNに 対応で きる端末機器が多様に開発 されれば
、通信 コス ト、サービスの多様化の

面でメ リッ トがあ ると考える。サ ッ トにっいては広域多地点同時通信にメリッ トがあると

思 うが、地方 が情報の発進源とな るための具体的な活用法は、今後検討 されていくと考え

る。

・ビジネスが益 々国際化の動向を示す中で
、一般第2種 電気通信事業者として も国際的な技

術動向は見落とす ことはで きない。大半が地域に閉 じたサー ビスであって も、可能性をも

閉 ざした通信サー ビスであってはならないと思 う。
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・通信手段と して安 く、信頼性の高いものがあれば、積極的に利用の検討を してい く。提供

サービスを情報処理中心 に考えているので、特に通信媒体にはこだわらない。

・通信衛星は、将来の トータルネッ トワー ク上の1つ のツールであり、個々のツールの特徴

を見極めなが ら、独 自にもしくは複合 して利用 されて行 くものと考える。

・VANは 全国VANと 地 域VANは 併存す ることか ら
、地域VANと しての利用範囲、形

態のみ考察する。

・当方の事業には影響は全 くな し。

・lSDNに 関 してはある程度普及 した段階で利用を考えたい。

・ISDNは 、近々使用予定。衛星通信にっいて も使用予定。

・従来では、実現で きなか った、ニュー ・ビジネスを展開できる可能↑生が生 まれた。

・高速通信の1SDNが 今後急速に普及す る事態を考慮 し
、活用にっいてシステムの検討が

必要である。

・ISDNは10回 線 加入 しておりテレビ会議
、フロッピーディスク転送に利用中である。

VAN事 業の利用にっいては未検討であるが、その活用方法について、社外の研究会等に

参加 しなが ら情報収集中である。

・lSDNで の ビデオテックス利用が可能になれば、清川で きるサー ビスは多い。端末及び

利用料金が格安になった場合競合するが、現在はまだ競合 まではしていない。

・ISDNは 既存のVAN事 業 の権益を大 きく揺るがせるものだと考えている
。従来のいわ

ゆる基本通信 ・高度通信サービスの ほとんどが、lSDNに よ って置き換え られてい くで

あろう。結局、VANサ ー ビスとして残 るのは高度情報サービス(情 報処理的な分野)だ

けとなり、多 くのVAN業 者 が自然淘汰 されていくと思われる。最終的に残るのは質のよ

い情報処理サービスを提供で きるVAN業 者 だけとなるであろ う。

・ISDNや 衛星は もう少 し大規模のVANで の利用 になると思 う
。弊社の様に地域に根 ざ

した小さな ものでは、まだまだ使いこなす レベルに達 していない。

・基本サー ビスの比重が高いと両媒体と競合するためより上位層のサービスヘ シフ トする
。

将来は利用す ることになると思われる。

・将来の課題 としているが具体的利用計画はまだ未定
。情報収集 している。将来、マイナス

の影響を受けないように自らも利用する方向で考えたい。

・ニューメディア、特に1SDNに よ って今後一層のVAN業 務の進展が図られるとの観点

からISDNを 積極的に利用する方針であ る。
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・積極的な利用を考えていきたい。

・ISDNは 国 内大型VANと しての活用を考えており、パケ ッ トサー ビスの早期開始を希

望す る。又ISDNは 第2の 迂回路としての活用を考慮中。

・ISDNに 対す るニーズは高 く一部利用 しているものの、設備の普及が不十分。この普及

が進めば画期的に利用が広がり、当社 も積極的に取 り組む予定。衛星通信は現状では採算

面で問題あり。実際に利用するにいたっていない。

・ISDNは 今 後大 きくのびるシステムであり、我々中小企業で も利川 し易い。

・現状では特に需要はないが、ISDNに っ いては画像伝送で考えている。

〔通信媒体及びシステムの検討〕

・新 しい媒体にっいては①既存の インターフェースとの相互接続性 ②安全性、信頼性等に

っいて見極めた うえ積極的に対応を図 りたい。

・当社は特定地域に限定 してお り、特に新媒体等の利用 ・関心はない。

・ISDN利 用 におけるパケ ット通信及びパケッ ト通信の高速化(9600bps以 上)サ ポー ト

を強 く望む。

・ISDNに っ いては今様子 うかがいの所ですが、衛生通信にっいてはまだまだ先の ことと

考えている。

・ISDNに っいてはNTTのINS64を 検討中。

・低 トラフィックのデータ処理を中心に事業展開を考えているがISDNに つ いては今後 も

研究を続ける。

・大容量 ・高速伝送 システムがVANシ ステムの生命線にな る時代になっている。 これまで

の稚拙なテス ト段階程度の情報量を扱っている程度では決 して社会的なシステムには成長

で きない。

・INS64に つ いて、当社ネ ットワークの足 まわり、G4フ ァ クシミリ、ファイル転送通

信用と して検討中。INSl500、 衛 用通信にっいてはバックア ップ回線 としての利用

等を検討中。

・ISDN-Pが 出現することにより、基本通信サー ビスはほぼ事業と して成り立 たな くな

ると思われる。

・通信の基本は場所、時間を超えて自由に必要とする情報を得 られることにある。従 って、

通信時間の短縮及び場所に左右されない通信形態は今後の方向として望 ましい姿であると

思 う。又、新 しい通信媒体によるビジネスチ ャンスも開けるもの と考える。
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・CAD等 大容量データの通信のため、ISDN等 安 価な高速回線の利用技術を研究 しなけ

ればな らない。

・新媒体は業務用 として使えるには、相当な時間がかか ると思われる。基幹通信は、通信と

の品質管理の概念に欠けているのではないか。新技術の実験 は易いが実用は難 しい。

・新 しい媒体の増加により当社の提供するサービスの需要拡大が望め非常に好ましい傾向 と

なる。 しか し、反面急速な技術進歩に伴う設備投資、研究 ・開発に要する費用の増額及び

人材の育成の負担は大 きく事業計画立案が困難となる。

・新技術にっいて は積極的に取 り込み、それをベースに した新規メニコ.」の開発を行ないた

いo

・今後ニーズの多様性の顕在化に伴い新 しくビジネスサー ビスが広 まり情報 ・通信の 世界 は

様がわりす るか もしれない。

・一般家庭へ広 く普及 してゆくであろう媒体 と思われるが、それに対応 して行 く為の設備投

資等不透明な部分 も多い。

・新 しい媒体の特性を活かせ る新サー ビス、形態を検討中。

・ISDNに っ いて は利用を検討中。

・新媒体は5年 を待たず して営業戦略上大きな変換を もたらすと考えている。ISDN関 連

にっいては新事業の可能性を探 っている。ただし、戒杖はVANの みではないので、あ く

まで事業計画のiフ ァクターとして対応 していく。

・ISDNに っいては、現在計画中であり、将来的には$業 化 していきたい。

・新 しい媒体にっいては便利で廉価であれば積極的に利川 してい く。

〔早期実現〕

・実現する時期の判断が容易でない。

・ISDNはVAN事 業のユーザー拡大、製品拡大、コス ト低減に大きく寄与すると考え ら

れる。ISDNが 現 在の加入電話回線網 と同様に全国で利用可能となることを早期に実現

されることを望む。

・ISDNはVAN事 業 のユーザー拡大、製品拡大、コス ト低減に大きく寄与すると考え ら

れる。ISDNが 現 在の加入電話や回線網 と同様に全国どこで も利用可能になるよう早期

に実現するよ う望む。

・データ品質の保証、安全性、高速性等非常 にメリッ トがあるが、まだ一般的になっていな

いので、普及が進めばと考えている。
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・通信 コス トの軽減が可能とな り、早期実現に期待す る。

・1SDNはVAN事 業 にとってユーザー拡大
、サービス拡大、 コス トダウンに大 きく寄与

す ると考えられ る。従 ってlSDNが 全 国各地で利用可能になるよう望む。

・ISDN等 が動 くまでは、本格的なコンシューマー市場は開かない。

〔競争の激化〕

・各種メディアの発達は、サービス提供者にとってあ りがたいことであると思うが、その分

新規の参入者が増加 して競争の激化を もた らす ものと思われる。

・ビジネスチ ャンスが拡がる事であり歓迎する
。但 し、ハー ド設備等の回転が早過ぎて採算

性の面では、 ます ます難 しくなるだろう。

・ISDNに っいて第1種 が第2種 の範囲(現 状ではサービス範囲があいまいなところがあ

る。)に 入 って くることが考え られ、第2種 にっいては脅威である。

・現在特に問題 と思われるのはISDNの 動 向である
。ISDNが 普 及すれば単純再販関係

の事業は非常に大 きな影響(採 算の問題、投資回収の問題etc)が あ ると考えている。

・新 しい媒体を使った新サー ビスを提供することで事業の展開に好都合な影響を与え るが
、

第1種 事業者 との競合も考え られ るので適 切な調整が図 られなければいけないと考える。

・電話系、非電話系を含めて総合的な通信サー ビスが可能 となることか らVAN事 業 として

の広範囲な ビジネス展開が期待で きるが、ますますの競合激化が予想される。

〔その他〕

・VAN事 業の発展のためには端末機の小型化
、多機能化、高セli能化 に加え低価格化(端 末

機、利用料)と 政策的支援の実現が必要。

・想像 もで きない世界がもっと近 くなって くる
。

・考慮中
。

・VAN事 業 の普及促進及び通信のバ ックアップ強化による安定

・地域活性という形で進めているVAN事 業が全国一律サービスとい うことになり他 との差

別がなくな り、新たな対応が必要 となって くる。

・基本的にISDN 、衛 星通信だか らといって変わるところがあってはな らないと考える。

VAN事 業 にとってそれらは単にサー ビスを提供するための手段であ り、価格 と技術 レベ

ルが市場における大量使用を可能 にする事態 になれば、使用機会は均等 に用意 されなけれ

ばな らない。

・現在のところ特に考えていない。
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一 質問15 .EDl標 準 化の推進 に関する意見

〔普及 ・PR活 動 〕

・EDI標 準 化は、各事業 ・業種の単位で}lli進をはか っているが、㈲ 日本情 報処理開発協会

や通産省が、よりPR活 動 を積極的に行 っていただ きたいと思 う。

・基本技術 としての相互接続性(運 用面も含めて)が わか りにくい。 また、メーカーの開発

状況をもっとPRし て欲 しい。

〔プロ トコルの整合性〕

・キャプテ ンシステムでは、各メーカー同一仕様の端末を製造 しているq

・メ ー カ ー 間 の プ ロ トコ ル の 整 合 ↑生。

・標準化は、日本においてはあまり意味を持たないと思われ る。民間の技術的発展によ って

いかように も変化すると思われる。

・メジャーな国内 ビジネスプロ トコルを包含する国内標準の ビジネスプロ トコルを早急に制

定する必要があると考える。

・当社では、共同資材VANを 開 発 し、EDlを 推進 している。 さらにサー ビスをすすめて

い くが、"伝 票の統一化 や手順の共通化"な どの課題 も解決 していかなければな らない。

〔標準化の推進〕

・標準化に強力に推進する必要がある。

・EDI標 準 化に関する推進状況は、昨年8月 のセ ミナーで も聞いている。但 し、現実には

当社でも既存のアプ リケーション ・システムの資産があり、直ちにはEDI標 準 に軌道修

正で きないでいる。 しか し、長い目で見れば、いっかは標準化の軌道 に乗 らねばな らない

と考えている。

・欧米においては標準化の方向で進んでおり日本においても全業界を統一するのは難しいか

と思われ るができる限 りの標準化を図って いくべきと考える。

・標準化の動向が遅 い。欧米並みに早 く取 り組んで欲 しい。

・国際的視野に立 って推進 してほ しい。

・国際標準化活動に日本 として も積極的に参加 し、目木の考え方、利川環境を反映 した もの

にす ることが必要 と思 う。

・EDIの 標 準化は提供者のみならずユーザーにとってもビジネスチャンスが拡がるわけな

ので、広範囲な参加 ・協力を求めて推進すべきであ る。

・海外動向に遅れることのないよう速やかに推進すべ き。
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・役立っ ものであれば標準化を進 めていただきたいが標準化と、標準的 とは別なので、それ

程興味はありません。

・EDIの 第一歩と してEIAJ業 界のサービスを行 う予定。省庁 タテわ り行政の一本化。

余りに企業毎個別標準又は業界標準が強過 ぎる。 そのため国内で終始する電子取引におい

ては、なかなか進歩は望めないと考え る。

・日本に於いてなかなかEDI標 準 化の実施は、難 しいと考え られる。企業のエゴイズムを

排除する為にも国の機関で強力に標準化をすすめるように持ってい って もらいたい。

・国際的な動 きを把握 しなが ら、政府関係各省庁、機関の指導の元、オープンに行われるべ

きと考える。

・米国でのANSIX .12、 欧州でのTDIな ど地域毎に、業界毎に異なるビジネス ・プ

ロ トコルがあり、また世界標準の設定を目指 しているEDIFACTの 位 置づけを考え、

日本での標準化はこれ らを十分配慮 した合理的な ものとすべきであろう。

・業界別で もよいか ら早期に標準化すべ きである。又EDIは プ ロ トコル問題ではな く、F

ORMAT問 題 であることを認識すべ きである。

・今後国際EDIの 普 及を踏まえて国際規格に合致 した標準化作業が望 まれる。 また企業コ

ー ド等の統一化を望みたい
。

・早期の標準化を望む
。

〔その他〕

・省 コス ト、省タイム、省力化等々、社会にとっては良いことと思う。セキュ リティー、安

全性の確保を得 ることは当然 とす る。

・郵政省の相互接続実験には参加 したが しばらく様子を見ている
。

・まだ計画段階にまで至 っていない
。
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一 質問16 .事 業 を進 める上での問題点 ・要望に関す る意見

〔料金〕

・ネ ットワーク構築に関 して、NTT通 信回線利用料金が大きな負担となるので、通信事業

者向けに一般の料金よりも低廉な事業者用割引き料金の導入にっいて検討 していただきた

いo

・通信料の低減化、端末の低価格化(メ ーカー)、 行政の支援、 ソフ ト開発費の支援を要望

す る 。

・NTTの 電話回線を利用 して一般 コンシューマーに対 し、サービスを有料で行 う事業を展

閉 し、NTTの 販 売(回 線利用)に 貢献 している。NTTよ りその見返 りとして、利用料

の割引等を実施 して ほしい。なお昨年よ り情報料回収代行サービス(ダ イヤルQ2)が 開始

されたが、試験的に回線利用を始めているが、一業者が100回 線の うち80回 線 も権利

を持っていたりする不自然な現状を早急に解決して欲しい。

・回線 コス トが非常に高 くつ くのが一番のネックである。そのため単独で高速回線の利用、

それによる画像等マルチメディアへの大 きな足枷になっていると思う。おそらく世界で一

番高価ではないか。

・現在の電話料金では、個人 レベルでのネ ッ トワーク利用は、ブ レーキをかけられている。

個人、中小企業レベルで も利用できるように通話と通信の料金体系を見直していただきた

い。又、遠距離料金は加速度的に安くなっているので、情報の東京集中化が進む事も考え

られる。

・回線利用料金の値下げが望まれる。

〔制度 ・政策 ・行政等〕

・弊社のバ ックアップ ・セ ンター ・サー ビスを推進する上で、VAN業 者 、一般企業等に対

するバックア ップ ・センター利用の義務付けが必要である。是非、バ ックアップ ・セ ンタ

一利用の法的推進をお願いしたい。

・安全性 ・信頼性 を確保するために、 どこまで投資を行うかの判断が難 しい。又不正使用、

ハ ッカー、ウィルス等に関す るセキュリティにっいて標準的なガイ ドライ ンが欲 しい。

・キャプテ ンシステムでVANを すすめれば、操作者の研修 も要 らずに稼働す ることを広 く

PRし たい し、行政 も広報 して欲 しい。

・地域の高度情報化(特 に地域ネ ットワーク)の ため、行政 レベルでの経済的援助を望む。

・問題点は技術者、 システム設計者の不足(客 先Solution提 案能力の不足=量+質)。

要望 としては一貫性のあ る行政支援(ニ ガイ ド)(g=通 産 省+郵 政省)。
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・回線の自由化によ り、電気通信事業者の提供 し得 るサー ビスの内容には殆ど規制が無 くな

り、数多 くの事業者およびサービス品目が出現 し、今後 も増え続けることが予想 され る。

しか し、通信事業の公共性を考えると、設備、機密保護等のある程度の公のガイ ドライ ン

を設ける必要があると思われる。

・地方の企業(ユ ーザー)サ ー ビスを考えた時単なる利益追求だけでは運営が難 しい。ある

程度の収益で別の分野での利益を第2種 業者が求めているが、一方で過度 な競争で ダンピ

ングの情報を聞いてお り、健全な通信事業の上で問題である。何 らかの行政指導が業界全

体の安定的発展になると思 う。

・POS化/EOS化 が普及す る速度に比較 して、まだまだ流通商品 コー ドの統一化が遅れ

ていると思 う。各製造メーカーに対 してのPRの 促 進及び届出の義務化、知(償化は考えら

れないのか。

・音声における公一専接続の緩和、せめて音声 メール等一旦蓄積 したものは自由に して欲 し

い。2種 業者における割引き制度をお願い したい。

・VAN事 業に対する税政面の検討をお願い したい
。

・VAN業 者 がNTTの 公 一特接続 を可能 とす るシステムを実現 してほ しい
。

・法整備を望む。

・先にも記入 したよ うに ローカルVANセ ンターにとっては設備コス ト、運営 コス ト、市場

性のあ らゆる面で採算性を厳 しくしている。 この様な中で、地域の情報化を推進 してい く

必要がある。地域VANに 対 す る支援政策 は急務をと考える。

・過当競争により特二業者の料金約款が守 られていない
。特二業者の登録認可のサービス品

目の中に約款がないものがある。以上により、大部分の一般第二種事業者は事業継続に苦

しい状況に置かれている。

・行政が地域VAN事 業 を積極的に利用、支援 していただけるよう協力をお願い したい。

・電子メールないしパ ソコン通信が一般に普及す る前段階において公正な価格による市場原

則が働 くよう業界内での 自粛及び行政による指導をお願い したい。

・行政が中心となって安価なデータベースを構築 し、各ネッ トが共同利用できるようしてい

ただきたい。

・VAN事 業 自体投資先行でサービス終始後追い形である。その為多 くの業者が赤字で苦 し

んでいると考えられる。税制上の優遇策 とか補助機関とかを国が先行 して くれることで大

分助かると思 うが。
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・行政は地域VANの 推 進により協力を、特に仙台の場合は官民一体とな って推進 している

が卸売業の協力が非常に少 ない。

・商習慣上の体質の改善(特 に流通業)
。 力関係の しわよせが情報通信処理に悪影響を与え

ている。公平さとルールの徹底を行政指導する必要がある。

・少 しずつ事業環境はよくな って きているが、まだ採算ベースに乗 らない。行政面の育成

支援をお願い したい。

NTTの サ ー ビスに対 して は、ダイヤルQ2サ ー ビス等 コモ ンキ ャリヤーと してのサー ビ

ス機能の早期拡大。又第2種 業者と競合する高度通信サービス進入への規制をお願 いした

い。

・国際VANサ ー ビスの提供が可能となる対地国の拡大とサー ビス品Elの 増加
。国際専用線

.利用制限の緩和。

・VANに つ いて開放型政策をとっているため名前のみの存在が多いと聞 く
。行政指導にお

いてより差別化を図ってほ しい。

・通産と郵政の行政の調整(特 にEDI 、EMAIL)。 又行政介入の度合いの抑制(特 に

相手国がOKし て いる場合の対地接続の促進)。

・VAN事 業 は各種業界に関係する事業であるため、それぞれの業界における法的規制 ・商

慣習等をVANを 前 提 としたものへと調整 して行 く必要があ る。

〔利用環境の整備〕

・パ ソコン通信サー ビスを提供 しているが
、同業他ネッ トの中で運営方針が異なる場 合に利

害の対立す ることがある。ケースバ イケースであ りユーザーサイ ドか ら生まれて くるもの

ではあると思 うが、パ ソコ ン通信利用者の倫理、マナーの育成が必要か もしれない。具体

的には、各メーカーの通信端末のマニュアルなどでユーザーの意識啓発があ ってほ しい。

・まだまだ、 コンピュータに関 してハー ドウェア、ソフ トウェアともコス トがかか りすぎ、

ユーザー(端 末利用者)へ の負担が大きいため普及に時間を要 しそう。情報の価値基準が

定準化 していない現況下で次スデ ップ(実 務への活用)へ の利用意欲(需 要)と システム

開発側の企画(供 給)と の間にまだまだギャップがあることが普及のさまたげにな ってい

る。

〔標準化の推進〕

・標準化の為にVANに 参 加 している各企業が積極的かっ具体的な意見交換を行い、その結

果をどの組織又は誰が決定す るのかを明確にする事が重要だと思う。
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・サービスの性格上・種 々の端末やホス トマシンとの接続が生ず るが・基本プロ トコルの標

準化の徹底は要望され る。

・現在、資金難の為、小規模で しかサー ビスができていない。 しか し、一般のユーザーから

料金を請求 しないので、これからスポンサーを募集 していきたいと思 う。 これは、主観的

問題点であり,客 観的問題点と しては、パ ソコン通信の大、中、小各ネット間においては

通信方法(プ ロ トコル)が 異なるのでユーザーの戸惑いは多い。今後、基本プロ トコルと

しての統一が望まれる。

・プロ トコルの標準化

・OSI 、EDI等 の標準化を早 く実現 し、その具体的なアウ トプ ッ ト(機 器、システム)

の提供が望まれる。

〔インフラの整備〕

・電話のプッシュ式、ダイヤル式の2通 りがあること。▲てプッシュ式になると、諸々の電

話サー ビスを公平に行なえる。

・当社サービスの特徴と して過疎地を全国ベースでネットす る事に意義を感 じている。とは

言うものの、日本国内で も情報 インフラの格差は大変な もので もう少 し何とかな らないも

のか。

・インフラ産業としての重要性に鑑み、税制上の優遇措置等を行政に求めていきたい。また

自由な事業展開をす るためにも規制解除を求めたい。

・システムの追求よ りも、 コス トダウンによる普及の拡大 と、誰 もが使える容易なシステム

を作 ることがVANシ ス テムを広めるキーポイントと考える。っ まり、いっで もどこでも

誰で もが気軽に、安 く使えるか否かとい うことである。

〔その他〕

・卸主導型の受発注処理を主とするネ ッ トワークとして発足 したが、卸売業各社の意識が低

く、ユーザーが集ま らない状態で営業等に運用を依託 されている計算センターの社員が走

り回 っている。株主 である卸売業各社の積極的姿勢 と協力が必要とな っている。

・シェアー ドテナ ン トサー ビスの普及が遅れている。又テナ ントビルに於けるホス トコンピ

ュータ(共 同利用型)が 少ないため、テナ ントビルか らのコンピュー タ問通信が普遍化 し

ていない。

・情報はタダと思 って いるのは日本人であるが官にたよって も筋違いなので民が一層常識を

破 らないと業界の発展が遅れてい く。
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